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ており全病棟に薬剤師を配置することにより薬剤師職能を十分発揮し、薬剤管理指導件数も増加

傾向であった。コロナ禍により病床稼働率の減少に影響され、月平均 1,000 件であったが、令和 5

年度には月平均 1,200 件まで回復した。今後は退院指導を含めた指導件数増加を目標としている。

　　�　外来・入院患者へは、患者への服薬指導を通じた医薬品安全教育に加え、医師・看護師・管理

栄養士等の多職種との連携を充実させることにより、チーム医療（緩和・NST等）に積極的に参

画するとともに、患者QOLに貢献できるよう努力している。

　　�　平成 27 年 7 月より、がん患者指導管理料ハおよび連携充実加算の算定に注力しており、令和 5

年度は連携充実加算が月 80 件（前年度月 20 件）を超える算定となり、がん薬物療法認定薬剤師

の教育・育成を踏まえ業務拡大を目標としている。

　　�　また、薬剤師法第 25 条の 2（改定）に基づき、調剤した薬剤の適正な使用のため、外来患者に

対し、薬学的知見に基づく服薬指導に取り組んでおり安心・安全な薬物療法の実施に寄与するこ

とを目標としている。さらに全病棟を対象に高カロリー輸液の無菌調製の中央化をするなど安全

な薬物療法の実施に積極的に関わっている。さらに手術室専任薬剤師の配置により麻薬・筋弛緩

薬を中心とした薬品管理業務に加え、周術期における薬学的管理として、薬剤アレルギー歴・副

作用歴の確認や術前中止薬の管理などを実施しており、より安全な周術期業務が可能となるよう

医師・看護師等と連携している。その評価として、周術期薬剤管理加算が診療報酬として新設さ

れており、月 140 件程度を算定している。

　《 2023 年度がん関連診療報酬算定状況》

2023年
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2024年
1月 2月 3月

総計
（年）

8 14 17 15 14 9 10 8 15 15 16 15 156
33 40 54 63 83 90 91 95 95 104 108 114 970
17 26 44 42 38 37 28 29 31 34 33 39 398
495 511 507 427 523 476 466 463 450 444 449 451 5,662
14 27 18 73 56 56 16 11 4 24 12 22 333

がん患者指導管理料ハ(200点)

連携充実加算(150点）

無菌調製加算１イ(180点）

無菌調製加算１ロ(45点）

無菌調製加算２(40点)

算定項目 年月

　　（令和５年度）

（３）IT関連

　　�　電子カルテシステムの運用に係わるアンケートを実施して、課題・問題点の抽出を行い、院内

における電子カルテ運用改善委員会にて、検討・協議し運用やシステム設定の変更を行っている。

各部門も含めた医療情報システムについて、現在も安定して稼働している。また、サイバー攻撃

への対策の一環として、オフラインバックアップ装置の導入の準備を進めており、セキュリティ

体制の強化を図っている。
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所在地・電話番号・FAX 交通機関

東京都多摩市永山1丁目7番地1 ・京王相模原線　京王永山駅下車　  徒歩３分

・小田急多摩線　小田急永山駅下車　徒歩３分

日本医科大学が付属施設として多摩永山病院を開設準備

日本医科大学付属多摩永山病院として診療開始

総合病院の名称使用承認

病棟としてB棟開設

管理部門、病棟としてC棟開設

臨床研修医棟開設

アメニティ棟開設

管理者 事務部・部長

地域住民の健康増進に努め、高度な医療を追求し、良き医療人を育てる。

1. 患者さんの権利を尊重し、患者さんの立場に立った医療を実践します。

2. 安全で安心な質の高い医療の確保に最善の努力を払います。

3. 説明と同意を徹底し、患者さんの医療への参加を促します。

4. 地域の基幹病院として、保護・医療・福祉に貢献します。

5. 先進的医療を提供するため臨床研究を推進します。

（教育・研究・診療の特徴(特に重点をおいている教育・研究・診療等）

瀬田　圭一

沿革

昭和50年 11月

院長 牧野　浩司

就任年月日：令和　5年　4月　1日

許可病床数
一般 療養

40５　床

臨床研修病院 管理型

          東京都脳卒中急性期医療機関の指定を受け、さらに救命救急センターも設置している。また、医

令和6年4月1日

施設番号 開設年月日 昭和52年7月21日

特徴

     　昭和52年  7月、日本医科大学付属多摩永山病院として開設。教育、研究機能を有する地域の

令和 ３年 ８月

計

昭和52年 7月

昭和53年 3月

昭和57年 11月

平成10年 3月

平成16年 3月

結核

          中核医療機関として、地域医療支援病院、東京都がん診療連携拠点病院、東京都周産期連携病院、

          学生のみならず薬学・看護学生等の研修・教育も担当している。

小谷　英太郎 平成30年4月1日
副
院
長

就
任
月
日緋田　雅美

玉置　智規

平成30年4月1日

令和5年10月1日

感染症

診
療
科
目

　循環器内科、総合診療科、脳神経内科、消化器外科、呼吸器外科、脳神経外科、整形外科、小児科 診
療
科
数

精神

病院理念

　　　　中心に、東京都ＣＣＵネットワーク加盟施設として24時間体制で循環器救急疾患に対応している。産科

　眼科、女性診療科･産科、耳鼻咽喉科、皮膚科、泌尿器科、放射線科、放射線治療科、血液内科 ２４　科

　麻酔科、消化器内科、救命救急科、呼吸器・腫瘍内科、精神神経科、腎臓内科、形成外科、乳腺科

　　　　として機能している。医学生の臨床実習、臨床研修医の研修のみならず薬科大学、看護専門学校の学生

基本方針

  　　　 南多摩医療圏における最も古い大学付属病院として設立され、今日ではこの医療圏東部地区の中核病院

就任年月日：令和　6年　4月　1日

　　　　特にハイリスク患者の受入れを多く行っている。各種のがん治療にも力を入れており、東京都がん診療

　　　　実習、さらに救急救命士の実習など各種研修を行っている。早期に開設された救命救急センターは医療

            ・小児科領域では“母と子のネットワーク”の中心的施設として地域の周産期医療連携を推進しており、

　　　　圏における高次救急での最後の砦として機能しており、内科領域では虚血性心疾患のカテーテル治療を

日本医科大学多摩永山病院の概要
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区分

　　　　かりつけ医の支援や紹介患者に対する医療提供、機器等の共同利用など地域の基幹病院として貢献して

　　　　いる。

薬剤師 看護師

　　　　来」により、救急患者受け入れを強化した。NICU、HCUでは重症度の高い患者の対応を行っており、

　　　　新型コロナウイルス感染症の流行期には、南多摩医療圏の中心的医療施設として、重症患者の受け入れ

　　　　診連携、病病連携に取組んでいる。また、地域医療支援病院として、地域に必要な医療体制を整え、か

　　　　を開始し、高度な医療で地域を支えている。それ以外にも当院では脳神経外科・脳神経内科がある強み

　　　　また2006年から開始された内科系・外科系2名の待機により運営している夜間の「プライマリケア外

　　　　として脳卒中の受け入れにも力を入れており、東京都脳卒中急性期医療機関としても指定されている。

　　　　を積極的に行った。現在400を超える「日本医科大学多摩永山病院連携医療施設」を認定し、更なる病

医師 歯科医師 准看護師 助産師 栄養士
うち保健師 うち管理栄養士

職
　
員
　
従
　
事
　
者
　
数

非常勤
（延べ数）

常勤

計

区分 診療放射線    
技師

診療Ｘ線    
技師

臨床検査    
技師

衛生検査    
技師

臨床工学    
技士

理学療法士 作業療法士 視能訓練士 義肢装具士

常勤

非常勤
（延べ数）

計

区分 言語聴覚士 臨床心理士 社会福祉士 歯科技工士 看護助手 臨床研修医 事務員 その他 合　計

常勤

非常勤
（延べ数）

計

　　　　

　　　　連携拠点病院の指定も受けている。2023年からは消化器外科、泌尿器科においてロボット支援下手術

令和6年4月1日
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1.　病床数　（令和６年4月1日現在）

（1）各病症種別病床

Ａ４病棟（7対１）　 床 床

Ｂ２病棟（7対１）　 床 床

Ｂ３南病棟（7対１）　 床 床

Ｂ３西病棟（7対１） 床 床

　SCU（脳卒中集中治療室） Ｂ４病棟（7対１）　 床 床

　PICU（小児集中治療室） Ｂ５病棟（7対１）　 床 床

　GCU（継続保育室） 床 床

　RI室（放射線治療病室）

　その他

　小計

26室 52床

13室 39床

12室 48床

37室 224床

130室 405床

（2）未計上ベッド（医療法上算入されない病床 ）

　分娩ベッド

　新生児ベッド

　リカバリー室ベッド

　RI治療用ベッド

　ICU治療用ベッド

外来化学療法用ベッド

2.　指　定　（令和６年４月現在）

（1）がん

・東京都がん診療連携拠点病院

（2）救急

・東京都指定二次救急医療機関

・救命救急センター

（3）災害

・東京都災害拠点病院

・東京DMAT指定病院

（4）周産期

・東京都周産期連携病院

（5）エイズ

・エイズ診療拠点病院

（6）脳卒中

・東京都脳卒中急性期医療機関

（7）感染症

・東京都感染症診療協力医療機関

（8）地域支援

一般病床

　普通病床 383床 病棟別病床数　　１４病棟

　救命救急センター病床 19床 Ｃ４病棟（7対１）

　ICU（集中治療室） 10床 Ｃ５病棟（小児入院管理料2）

　HCU（高度治療室） 9床 Ｂ１病棟
（ＩＣＵ：救命救急救急入院料4）

　CCU（冠状動脈疾患集中治療室） 0床 Ｂ１病棟
（ＨＣＵ：救命救急救急入院料1）

0床

0床 B5-HCU病棟

0床 Ｃ３病棟（7対１） C4-HCU病棟

0床

0床 病室数

405床 個　室 42室 42床

療養病床 0床 2人室

精神病床 0床 ３人室

計

4床

28床

0床

結核病床 0床 ４人室

感染症病床 0床 ５人以上

0床

0床

12床

計 44床

合計 405床

・地域医療支援病院
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3.　診療実績（令和４・5年度）

（2）病院稼働率等

（3）剖検数・剖検率

（4）医療収入等

（円）

（件）

分娩件数

（1）患者数

区分
入院患者数 外来患者数

年間（延数） 1日平均 年間（延数） 1日平均

令和4年度 116,542人 319.2人 195,366人 669.1人

令和5年度 118,194人 322.9人 177,193人 606.8人

14,615人

区分 紹介患者数 逆紹介患者数 救急車搬入患者数 紹介率 逆紹介率

4,157人 40.1‰

初診患者数

令和4年度 8,503人 7679,人 4,288人 36.1‰

12.4日

13,084人

区分 病院稼働率 平均在院日数

令和5年度 8,300人 6,613人

剖検数 剖検率

令和4年度 11.6日

令和5年度

（百万円）

区　　分 外来 入院 計

　　　収　入　　　
令和4年度

令和5年度

区　　分 外来 入院

1日平均単価
令和4年度

令和5年度

手術件数 一般 緊急 計

令和4年度

令和5年度

区分

令和４年度

令和５年度
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4．建　物

A棟:36台

B棟:37台

C棟:59台

自己所有分 駐車場

5,981㎡ 31,637㎡

16,091㎡ 16,091㎡

建物の構造
　面積・敷
地の面積

土　　地　　・　　　建　　物

構造 建築面積 延べ面積 自己所有分 病院敷地面積

建物竣工　
　　　年月

日

棟名称 A　棟 B　棟 C　棟

簡易耐火構造

その他

8,650㎡ 7,350㎡

臨床研修棟

1600㎡ 443㎡

耐火構造 31,637㎡

アメニティ棟

竣工年月日 令和３年8月

管理棟

438㎡

使用年数 46年 40年 25年 46年 19年 1年

延面積 5,829㎡

５.　設備概要

手術室 室 無菌状態の維持された病室

臨床検査室 放射線治療室

エックス線装置

調剤所 診療用粒子線照射装置

給食施設 診療用放射線照射装置

分べん室 診療用放射線照射器具

新生児の入浴施設 放射性同位元素装備診療機器

機能訓練室（単位：平方メートル） ㎡ 診療用放射性同位元素

談話室

食堂（単位：平方メートル） ㎡ ＣＴスキャン

浴室 血管連続撮影装置

床 MRI(磁気共鳴画像診断装置)

床 スプリンクラー

床 自家発電装置

サイクロトロン装置

化学 理学療法室

細菌 作業療法室

病理 言語療法室

病理解剖室 医療連携室

研究室 消毒施設

講義室 洗濯施設

図書館 人工透析装置 床

医薬品情報管理室 新生児室 床

救急用又は患者輸送用自動車

設　備 有・無 室・床数等 設　備 有・無 室・床数等

設
　
備
　
概
　
要

有 無

有 有

有 診療用高エネルギー放射線発生装置 有

有 無

有 無

有 無

有 無

集中治療室（ICU) 有 有

有 有

有 陽電子断層撮影診療用放射性同位元素 無

有

有 有

有 有

有

有 有

ハイケアユニット（HCU） 有 有

新生児集中治療管理室（NICU） 有

有 有

有 有

有 有

有

　業務委託　
　（1有（全部）、2有（一部）、3無）

2） 医療用具等の滅菌消毒業務 3） 患者給食業務 4） 患者搬送業務

5） 医療機器の保守点検業務 6） 寝具類の洗濯業務 7） 施設の清掃業務

有 有

有

有 有

有

化学、細菌、及び病理の検査施設 無

有

1） 検体検査業務 8） 医療ガス設備の保守点検業務 9） 感染性廃棄物の処理業務 10） 医療用放射性汚染物の廃棄業務
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　呼吸器外科専門医合同委員会基幹施設 日本心血管ｲﾝﾀｰﾍﾞﾝｼｮﾝ治療学会関連施設

　日本呼吸器学会認定施設 日本産婦人科学会卒後研修施設

　日本超音波医学会専門医研修施設 日本周産期新生児学会母体・胎児専門医基幹研修施設

　日本薬理学会認定施設 東京都医師会母体保護法指定医師研修指定期間

　日本静脈経腸栄養学会NST稼働施設 日本眼科学会専門医研修施設

　日本内科学会認定教育施設 日本耳鼻咽喉科学会研修施設

　日本循環器学会専門医研修施設 日本泌尿器科学会研修施設

　日本小児科学会研修施設 日本整形外科学会研修施設

　日本アレルギー学会研修施設 日本肝胆膵外科学会高度技能専門医修練施設

　日本臨床薬理学会認定研修施設 日本肝臓学会認定施設

　日本皮膚科学会専門医研修施設 日本脳神経外科学会訓練施設

　日本病理学会研修認定施設 日本脳卒中学会研修教育病院

　日本臨床腫瘍学会認定研修施設 日本医学放射線学会専門医修練機関

　日本外科学会専門医制度修練施設 日本核医学会指定教育病院

　日本消化器病学会認定施設 日本放射線腫瘍学会認定協力施設

　日本消化器外科学会専門医修練施設 日本麻酔科学会麻酔指導病院

　日本消化器内視鏡学会研修施設 日本救急医学会認定医指定施設・指導医指定施設

　日本乳癌学会認定関連施設 日本臨床細胞学会認定施設

　日本大腸肛門病学会指定施設 日本てんかん学会研修施設

　日本小児循環器学会 小児循環器専門医修練施設

７．研修・臨床実習施設

（1）救急救命士

日本体育大学 国士館大学

（２）薬剤師

東京薬科大学 帝京平成大学 武蔵野大学

（３）看護師

日本医科大学看護専門学校 東京都立南多摩看護専門学校

東京医療学院大学 創価大学 駒沢女子大学

東京衛生学園専門学校 東京南看護専門学校

東京医療保健大学

（4）臨床検査技師

帝京短期大学 東京電子専門学校 麻布大学

（5）放射線技師

帝京大学 日本医療科学大学 東洋公衆衛生学園

城西放射線技術専門学校

（６）理学療法士

東京医療学院大学 東京衛生学園専門学校

首都医校

（8）臨床工学技士

６．認定施設
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1．はじめに
　関係各位のご指導とご支援を賜り、当院は開院 30 年を迎えました。「地域中核病院（全 28 診療科）」

としての機能を基盤に、ドクターヘリ、ラピッドカーを最大限に活用した「多発外傷をはじめとする救

命救急、脳出血や脳梗塞などの急性期脳卒中、急性冠症候群や致死性不整脈、大動脈緊急症などの循環

器救急」を中心とした三次救急医療病院として「高度急性期医療」を展開しております。

　また、わが国の重要医療政策である印旛医療圏「がん診療連携拠点病院」の認定を頂き 8 年を迎

えました。スタッフ一同、責務の重要性に気を引き締めてがん診療の充実と拡充に努めております。

「がん診療センター」のもと、「がんの予防と早期発見」「安全で質の高いがん診療の推進」「生命予

後と生活の質（QOL）の改善」「がんと診断された時から始まる緩和ケア」をテーマに、がん診療実

績を集積しております。特にがん関連の支援相談窓口の利用件数は近隣医療機関では随一の件数を

誇ります。

　さらに当院は、2021 年 10 月 7 日において、念願の「地域医療支援病院」に正式に認定され、当院

の医療圏での医療連携に益々貢献できる体制が整いました。連携医療機関との高度な医療機器の共同使

用や、地域の医療従事者に対する講演会や講習会を含む医療教育支援など着実に実績を積み上げ続けて

おります。

　また 2020 年 10 月 21 日から開始されたDa Vinci を用いたロボット支援手術は、泌尿器科による前

立腺手術のみならず消化器外科での胃がん、直腸がん等にも適応されて安全に施行されるようになりま

した。以来適応症例の紹介数が増加し、1 台のみの体制では迅速な手術予定を組むことが困難となり

2022 年 12 月には、さらなる機器の導入を進めDa Vinci Xi を新規に導入し 2023 年１月から 2 台体制

で数多くのロボット手術を行っております。千葉県内の大学病院でのDa Vinci ロボットの 2 台体制は

当院が最初の施設でした。同時に「低侵襲ロボット手術センター」を新設し、手術件数も増加し 2023

年 12 月にはロボット手術 500 例を達成しました。

　また開院 30 年を迎えて、病棟の老朽化も目立ってきており、近隣の新規に開院した大学病院に引け

を取らないように、2022 年度中に病棟のリニューアル工事も終了いたしました。

　このように今年度以降も当院は、地域に密着した医療連携を基軸に、特に診療実績に優れた診療科を

中心に「安全で質の高い医療」の拡充とともに、他の医療機関や患者さんから頼りにされる「攻めの医

療」にチャレンジしてまいります。

2．活動状況
＜基本主要活動＞

（１）高度急性期医療の展開

　　�　「地域中核病院としての機能」を基盤に、ドクターヘリ事業を最大限に活用した「救命救急、急

性期脳卒中、循環器救急などの高度急性期医療」を展開しました。

日 本 医 科 大 学 千 葉 北 総 病 院
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（２）がん診療連携拠点病院の指定に伴う診療実績の向上

　　�　印旛医療圏がん診療連携拠点病院として、地域医療機関への重点的な訪問、講演会の企画、各

診療科の特長領域・特色領域をアピールする活動を展開しました。（地域がん診療連携拠点病院講

演会の開催や産業保健センター、ハローワークによる出張相談を含む就労支援相談も実施）

＜医療体制整備＞

（１）ロボット支援手術の導入

　　�　2020 年 10 月 21 日よりDa Vinci を用いたロボット支援手術を開始し、泌尿器科による前立腺

手術のみならず、消化器外科での直腸がん手術などにも適用が広がり、安全に施行されています。

症例数が増加し、迅速な手術スケジュールの調整が困難になったため、2022 年 12 月に Da Vinci 

Xi を新規導入し、2023 年 1 月からは 2 台体制で多くのロボット手術を行っています。同時に「低

侵襲ロボット手術センター」を新設し、2023 年 12 月にはロボット手術 500 例を達成する見込み

です。

（２）PET-CT検査室の開設および放射線機器の更新

　　�　2024 年 1 月 6 日から 3 月 24 日にかけて、放射線センター内の核医学検査室（PET-CT導入）、

血管撮影室（IVR更新）、MRI 検査室（ 1.5T-MRI 更新）を工事しました。

＜医療連携＞

（１）逆紹介の推進

　　�　患者支援窓口、医師支援室、医療連携支援センターを中心に、逆紹介先となる医療機関との逆

紹介を推進しました。

（２）地域医療連携の強化

　　�　重点的に地域医療機関を訪問し、2021 年 10 月 7 日に「地域医療支援病院」に認定され、当院

の医療圏での医療連携に寄与しています。

（３）がん相談支援センター機能の強化

　　�　がん相談支援センターの開設以降、がん診療の充実と拡充に努めています。

（４）認知症疾患医療センターの開設

　　�　2020 年 4 月に、印旛医療圏で「認知症疾患医療センター」として新たに認定され、多くの医療

機関や患者からの相談に対応し、地域医療に大きく貢献しています。

　　�　アルツハイマー病治療新薬であるレカネマブ（販売名：レケンビ®）が、2023 年 12 月 20 日

に発売となり、当院でも最適使用推進ガイドラインを満たした患者さんに対して、2024 年 2 月か

らレカネマブ治療を開始いたしました。

＜社会貢献＞

（１）災害派遣等

　　�　2024 年 1 月の能登半島地震に際し、千葉県の要請により当院から災害派遣医療チーム（DMAT）

メンバーをロジスティクスチームとして現地に派遣しました。また、災害対策室を中心に千葉県

内における災害対策の核として活動を行い、千葉県医療整備課や印旛健康福祉センターと連携し、

印旛地域の合同救護本部の整備および災害訓練を実施しました。
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＜その他＞

（１�）国際ニュース週刊誌「Newsweek」誌による「World's Best Hospitals 2023」に 3 年連続で選

出されました。

（２）千葉北総病院開院 30 周年記念事業運営委員会の発足

3．各種会議・委員会活動
〇　主な委員会の活動報告

（１）経営戦略会議

　　�　経営戦略会議では、院内の経営改善活動を中心に様々な検討を行いました。

　　　・�事業活動収支について

　　　・医療指標について

　　　・2023 年度病院組織および委員会組織について

　　　・2023 年度高額医療機器選定について

　　　・外来診療室の再編改修工事について

　　　・開院 30 周年記念事業の実施について

　　　・「医師の労働時間短縮の取組」の評価結果について

　　　・PET-CT新規導入および放射線機器の更新について

　　　・2024 年度中長期計画・事業計画案について

　　　・2024 年度予算案について

　　　・開院 30 周年記念事業実施スケジュールについて

　　　・感染症法に基づく「医療措置協定」の締結について

　　　・2023 年度中長期計画・事業計画における実績について

（２）災害対策委員会

　　�　新型コロナ感染症が５類となり、医療業界の混乱もようやく落ち着きを取り戻した。これに応

じて 2023 年度の災害実働訓練、総合消防訓練は縮小開催することなく本来の規模で行うことがで

きた。

　　�　令和 6 年 1 月には能登半島を中心とした震災が発生し、当院からもDMAT隊の派遣のほか空

路搬送調整の業務が多忙を極めたため数回にわたって医師やスタッフを派遣した。

　　�　また、令和 5 年 8 月の広島首脳サミットに対しては当院から要人緊急手術スタッフとしてチー

ム派遣を行なった。

　　�　院内災害実働訓練と院内総合消防訓練は春と秋に実施し、近隣の病院、保健所、印西市などに

も参加を促し大規模な訓練が可能となった。そのほか成田空港での航空機事故想定の災害訓練、

全国的な大規模災害訓練の参加なども実施した。災害実働訓練では震災による多数傷病者が発生

し、院内のインフラを確認しながら、多くの被災者を受け入れるという想定での訓練とした。訓

練を通してタイムアウト時間を設定し混乱しがちな訓練の統制を図りうまく機能した。

　　�　また、災害対策室主催の勉強会の実施も年 6 回行うことができた。エマルゴ訓練も数年ぶりに
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大規模の開催が可能となり、多くのスタッフが研修できた。

　　�　次年度も災害実働の教訓を生かし、さらに災害対策の質を強化してゆく予定である。

（３）倫理委員会

　　・要旨

　　　�　倫理委員会では、山崎委員長（脳神経内科）から 2023 年 12 月より神田委員長（皮膚科）へ

委員長の交代が有り、外部有識者委員 3 名を含む 13 名の委員で構成されている。

　　　�　主たる役割として、院内におけるヒトを対象とした医療行為及び医学研究の倫理的審査を実

施しており、医の倫理に関するヘルシンキ宣言の趣旨を尊重し、医学的、倫理的および社会的

な規範に沿って、被験者の人権保護、個人情報等のプライバシー保護を満たしているか等を審

査している。

　　　�　「医の倫理」が問われる今、倫理委員会が果たす役割は年々重要になっている。

　　・活動状況

　　　　�令和５年度に於いては迅速審査等を含めて 136 件（前年度 91 件）の申請案件に対して適切な

審査が行われた。申請件数については前年度比で約 50％増加となる。

　　・自己評価

　　　�　昨年度より導入された倫理審査システムの運用により、審査手続きや進捗管理といった事務

作業について、従来の紙運用からオンラインでの対応が可能となったことから簡略化が可能と

なり、徐々に院内でシステムの運用に係る認識が浸透してきたことや、これまで対応が不十分

だった実施状況報告や終了・中止報告に係る手続きが実施されるようになったことに伴うもの

と考える。

　　・今後の課題

　　　�　引き続き、研究を実施する職員へ対して倫理委員会への申請方法及び、承認後の手続きにつ

いて、引き続き浸透させていくとともに、増大する申請量について可能な限り迅速に対応がで

きるよう努めていきたい。

　　�　また、合わせて今後も引き続き薬物治験審査委員会と共に、職員への認定講習会及びAPRIN の

受講に関して周知を行っていきたい。

　　・まとめ　

　　　�今年度は昨年度と比較し大きく申請件数が増加するとともに、新たに導入された倫理審査申請

システムの運用を軌道に乗せ、職員へ手続きを浸透させることが重要課題であったが、順調に

対応が進んできていると考える。引き続き職員への周知と、臨床研究に関する知識・意識の向

上に努めていきたい。

（４）医療安全管理委員会

　　１）活動状況

　　　・医療安全管理委員会でのアクシデント全事例検討（毎月）

　　　・アクシデント発生部署の再発防止策の検討・承認
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　　　・患者支援・相談窓口からの事例検討（毎月）

　　　・�病理検査結果報告システムの運用継続確認（毎月）（病理検査報告日から 30 日以上未受診患

者への内容証明送付）

　　　・死亡事例診断書及び死亡診断書カルテ 1 次レビュー（看護師・事務）

　　　・医療安全管理ニュースレターの発行（年 3 回、4 月・8 月・12 月）

　　　・Ｍ＆Ｍ Conference の開催（年 3 回実施）

　　　・事例検討会の開催（年 1 回実施）

　　　・面談対応事例（年 7 事例対応）

　　　・医療事故情報収集等事業継続参加

　　　・★ ヒヤリ・ハット事例収集・分析・提供事業（ 7 月・10 月・1 月・4 月に報告）

　　　・公益財団法人日本医療機能評価機構からの医療安全情報の周知（医療安全管理小委員会）

　　　・コード北総要請報告（毎月）と振り返りの実施（毎月）

　　　・医療安全地域連携ラウンド

　　　　加算Ⅰ対象：日本医科大学武蔵小杉病院（令和 6 年 3 月 12 日：最終紙面交換）

　　　　　　　　　　国際医療福祉大学成田病院（令和 6 年 3 月 27 日：最終紙面交換）

　　　　　　　　　　東邦大学佐倉医療センター（令和 5 月 10 月 5 日受入 /令和 5 年 11 月 24 日訪問）

　　　　加算Ⅱ対象：白井聖仁会病院（令和 6 年 3 月 30 日：紙面交換）、

　　　　　　　　　　印西総合病院（令和 6 年 3 月 7 日：訪問）

　　　・医療安全管理組織図更新（リスクマネジャー等の変更により適宜更新）

　　　・私立医科大学病院相互ラウンド実施（令和 5 年 10 月 5 日受入 /令和 5 年 11 月 24 日訪問）

　　　　★ 相手病院：東邦大学佐倉医療センター

　　　・日本医科大学付属４病院の医療安全管理者による連携会議の実施（年 4 回）

　　　・新入職員医療安全管理研修 ( 全職種対象年 1 回実施 )

　　　・研修医対象医療安全管理研修（年 3 回実施）

　　　・新入職看護職員医療安全管理研修（年 4 回　看護部へ協力）

　　　・中途入職者医療安全管理研修会（新規赴任者対象）e-learning の開催

　　　　（医療安全全般、病院感染対策、医薬品安全管理、医療機器安全管理、個人情報管理）

　　　・「事故防止のための提言」を各部署へ配付（第 18 号）

　　　・第 44 回　医療安全管理講習会上半期動画研修会（令和 5 年 5 月～ 9 月）

　　　・全員必須動画研修課題　ポジティブな心理と医療安全 /前向きな出来事の捉え方

　　　・部署別動画研修：課題は医療安全管理部が選定

　　　・第 45 回　医療安全管理講習会（令和 5 年 11 月 20 日　オンライン）	

　　　　「日常診療における説明責任～ ICって何？～」

　　　　蒼法律事務所　医師・医療機関弁護士　長谷部　圭司　

　　　・フォローアップ e-learning（第 45 回　医療安全管理講習会フォローアップ研修）

　　　　（令和 6 年 1 月実施）
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　　　・中心静脈カテーテル留置実施状況モニタリングの継続実施

　　　・救急カート使用状況モニタリングの継続実施

　　　・医療安全文化調査実施（ 8 月～ 11 月）

　　　・看護師特定行為実践報告（ 4 月と 10 月）

　　　・医療機能評価機構へ医療事故調査制度の年間報告

　　　・医療安全情報・急告・医薬品安全使用レター・医療機器に関する急告などの配布（年 15 回）

　　　・医療安全管理者の業務指針の更新

　　　・主なインシデント再発防止対策

　　　・GoodJob 報告

　　　・患者間違え事例報告

　　　・中央検査室への検体提出方法の更新

　　　・インフォームド・コンセントガイドライン更新

　　　・集中・救急センター入院時の包括同意書の導入

　　　・リハビリスタッフの医療行為について指針策定

　　　・外来リストネームバンドの変更

　　　・外来採血時の患者確認手順の一部改訂

　　　・スマートカフの導入

　　　・救急カートの医療材料の見直し

　　　・人工鼻使用時の加湿禁止に関する取り組み

　　　・エマージェンシーコールシステムの見直し

　　　・診療看護師の職務記述

　　　・外来の転倒予防のため診察室の椅子の変更

　　　・医療安全における地域連携活動（印旛地区医療施設との連携会議を年 3 回実施

　　　・医療安全週間中（ 11 月）の連携病院での同一ポスターの掲示

　　　・看護師特定行為手順の作成・更新

　　２）自己評価

　　　�　2023 年度の研修はWeb や e-learning を活用継続し、集合研修も適時実施した。

　　　�　院内ラウンドは医療安全管理者のラウンドは引き続き継続して行った。

　　　�　蘇生研修は感染対策を講じながら、PUSHコース、BLS コース、ICLS コースを開催し、院内

職員の継続的蘇生研修参加を促している。

　　　�　医療安全管理委員会（下部組織の小委員会活動を含む）は、職員の医療安全文化の醸成を主

たる目的として諸活動を行った。

　　　�　2022 年度に引き続き医療安全文化調査を行い、全体の結果を全職員へ周知し、それぞれの部

署の医療安全に関わる目標を設定してもらい、活動を支援した。

　　　�　医療安全管理部に報告されるアクシデント報告件数は例年とほぼ変わらなかったものの、ヒ

ヤリ・ハットやインシデント報告件数は少しずつ報告件数が増加している。診療科などからも、
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少しずつではあるが、ヒヤリ・ハットやインシデント報告が増えている。研修医からの報告件

数が伸び悩んでいる。

　　　�　医療現場のニーズを考慮しつつ、環境整備、各種マニュアル等の更新、事故再発防止策の検討、

評価・改善活動などを通して病院全体の医療安全体制整備に努め、一定の成果は得られたと考

える。

　　３）今後の課題

　　�　・2024 年度は集合研修なども活用し職員研修を実施し、医療安全文化の醸成等に寄与していく。

　　�　・オンラインを積極的に活用し、利便性をよくして委員会などの出席率を維持・向上させる。

　　　・�各部署のリスクマネージャーを通して、現場とのコミュニケーションに留意しながら医療安

全活動を行っていく。特に事例報告後の再発防止策などの改善活動を積極的に実施していく。

　　　・�インシデント報告の少ない部署や研修医からも積極的に報告がされるように、取り組みをする。

　　　・�エラーが起こりにくく、エラーが起きても被害が拡大しないようなシステムや環境の整備を

引き続き行っていく。

（５）衛生委員会

　　�　衛生委員会では、2023 年度において、当院での職員の健康障害の防止及び健康の保持増進を図

るべく、労働環境の整備を目標に主として次の事項について活動を行った。

　　１）2023 年度の心の健康づくり推進体制の見直しを行った。

　　２）院内環境ラウンドの実施

　　　　衛生管理者による院内ラウンドを定期的に実施した。

　　　①　院内駐車場など吸い殻が落ちていないか確認を行った。

　　　②�　発熱外来の空調について、夏場はクーラーが効きづらくフル PPEでの作業が厳しかったと

の相談がありラウンドを行った。来年に向けて対応を行っていくこととなった。

　　　③�　PET-CT・MRI などの入れ替え工事が生じている放射線センターについて、工事に伴い、

部署内の休憩スペースの現状確認のためラウンドを行った。部署内の休憩室は別の場所に準

備中であり、充分なスペースが確保でき快適となることの確認を行った。

　　３）労働時間管理

　　　�　昨年度に引続き、35 時間を超える時間外勤務を行った職員について、職員の過重労働から過

労死に至る労働事故を防ぐ及び職場における職員の安全と健康の確保を重視し、各部署長に対

し通知を行い該当する職員への疲労度チェックを実施した。疲労度チェックの実施により、該

当職員の負担度の把握、産業医の面談希望の有無を確認していたが、高負担者においても面談

を希望する職員が少ないことから、2019 年度より、疲労度の評価で、4～ 5（高い）が 2ヶ月

連続している、6～ 7（非常に高い）の結果となった場合は、希望の有無に関わらず産業医との

面談の案内を継続している。

　　　�　面談後に産業医より提出される「面接指導結果報告書及び事後措置に係る意見書」に基づき、

労働環境の改善を図っている。

　　　�　2024 年度からの医師の働き方改革施行の対応として、医師のタイムカード打刻が必然である
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ことから打刻漏れの調査を行い、各診療科へ打刻状況の実態報告と打刻の徹底についての通知

を行った。

　　４）適正な健康診断の実施

　　　�　定期的に行う職員の健康診断について、法人本部より外部委託された健診センターによる健

康診断を実施した。2021 年度から実施しているグーグルドライブによる受診枠の予約により、

受診がし易くなったことと受診に対する意識も高まった。未受診者の把握についてもリアルタ

イムに行えるため、未受診者へ院内での健康診断を実施し、今年度も受診率は 100％を達成で

きた。

　　　�　今後の対策としては、健康診断結果で要精密検査等の職員に対して、後追い調査を行い職員

の健康保持に努める必要がある。

　　　�　平成 27 年 12 月に法制化されたストレスチェック制度について、受検率が 82.9％と昨年度よ

り上昇した。未だ未受検者が多くいるため受検の呼びかけ方について、今後、検討を行ってい

く必要がある。

　　　５）研修医の労働環境整備

　　　�　研修医に対する労働時間管理の強化を徹底し、業務終了後は速やかにタイムカードを打刻す

ることとした。自己研修が 35 時間を超えた研修医には疲労度チェックを実施するなど過重労働

とならないように、院内の研修管理委員会にも協力を働きかけ注意喚起を行った。

　　　６）ハラスメント対応

　　　�　ハラスメントの相談に対して、ハラスメント委員による適切なヒアリングを実施し、事実関

係の把握に努めると共に職場環境の改善及び構築に繋がるよう活動をしている。

　　　�　令和 6 年 1 月にハラスメント委員は「ハラスメント相談員研修」を受講し、対応の仕方につ

いて再認識を図った。

　　７）メンタルヘルス対応

　　　�　職場における不安や心配を抱える職員に対して相談窓口を開設しており、窓口担当者の掲示

を行っている。ハラスメントのみでなく仕事上で抱えている悩みによるメンタル不調を未然に

防ぐために、相談窓口案内のポスターを改めて掲示をし直し、院内Webへの掲載も併せて行った。

相談を受けた場合は、メンタルヘルス科の医師、看護師とも連携し、職員のメンタル不調防止

に努めている。

　　８）医師の働き方改革対応

　　　�　2024 年 4 月から施行される医師の働き方改革に向けて、衛生委員会として長時間労働を防ぐ

ための労働時間の管理が必要となることの認識を深めた。また、時間外が 100 時間 / 月を超え

る見込みがある医師に対しての面接指導の実施マニュアルとフローを作成し、滞りなく実施で

きるように準備を進めている。今後も衛生委員会の担う項目について対応を行っていく。

（６）教育研修委員会

　　�　教育研修委員会においては、質の高い医療を効果的に提供すべく、医療サービスの担い手とな

る人材の教育・育成に努め、全職員を対象とした様々な研修を企画している。
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　　�　また地域のための健康情報の発信として、市民公開講座（タウン講座）の企画・運営も行って

いる。

　　�　職員研修については、毎年 4 月入職者を対象としてマナー講習を新入職員オリエンテーション

時に開催しているが、2023 年入職者においては新型コロナウイルス感染症防止対策により、昨年

度に引き続きオリエンテーションの規模縮小が決定したため、マナー講習について実施を見合わ

せることとなった。

　　�　地域への情報発信について、新型コロナウイルス感染症の爆発的な流行となる以前は定期的に

市民公開講座を行っていたが、感染症拡大防止のため、近隣の方々を招いての講習会を実施する

ことが難しい状況下であった。令和 5 年 5 月 8 日から「新型インフルエンザ等感染症（いわゆる

2 類相当）」から「 5 類感染症」となったため、今後の課題としては、新型コロナウイルス感染症

の影響下においても、安全な講習会を実施できる体制の確立となる。

　　�　健康情報の発信においては、なるべく多くの地域住民が感染の心配なく有益な情報を得られる

よう、発信手段について改めて検討を重ねていきたい。

（７）放射線センター委員会

　　�　センター長を委員長とし、画像診断に係る検査および放射線治療等の運用が円滑に行われ、病

院業務の合理的かつ能率的な運営に寄与するように、各診療部門、看護部門、事務部門との連携・

運用が円滑に行われることを目的としている。

　　�　委員会は定例開催とし、4 月、7 月、10 月、1 月の第 1 火曜日と通年 4 回開催している。

　　�　2023 年度は開催予定通りに４回の委員会開催し、以下の項目について活動報告を行った。

　　１�）放射線センターにおける各モダリティの検査件数そして放射線治療件数の推移を報告した。

1.5T-MRI、アンギオ装置（循環器系、IVR系）2 台、骨塩定量装置の更新工事に伴い昨年度実

績にわずかながら及ばない結果となった。放射線治療分野については新規患者数が減少傾向に

あり各診療科へ紹介いただけるよう協力依頼を行った。

　　２�）骨塩定量装置 (DEXA) において検査室の移動を伴う機器更新がされたことに伴い各診療科へ

予約枠数の増加、また、オンコール対応についても柔軟に対応できる体制が整ったことを報告

した。（地下 1 階より放射線センター内検査室へ移動となる）

　　３�）設置導入年数が 10 年以上で EOS・EOL の機器をリストアップした、特に核医学検査室の

SPECT装置が危機的状況であること、他の放射線機器の使用状況と故障頻度について解説を行

い、更新に向けた資料とした。

　　４�）放射線安全管理委員会より、2023 年度の放射線業務従事者の線量報告を行った。血管撮影に

従事する医療スタッフの頭部用ガラスバッジで年 20mSv を超えるおそれのある従事者 2 名が追

加され、合計 18 名が水晶体等価線量の測定可能なDOSIRIS を使用し追加で線量管理が行われ

ている。今後も職業被ばく線量限度を超えないよう従事者へ指導・管理を行う。

　　５�）医療放射線管理委員会より 2023 年度の放射線安全教育訓練として Safety Plus による動画視

聴「診療用放射線の安全利用のための研修」を開催し、受講率は 75.3％であった。

　　６�）「診療用放射線の安全利用のための指針（第 13 条）」にて放射線被ばくに起因することが疑わ
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れる不可逆性の皮膚障害が発生した場合、適切に対応する必要があるとされ、委員長より「血

管造影に伴う皮膚の高線量照射時の対応」を開始すると報告され、手順・運用フローの説明を行っ

た。

　　７�）自己評価としては、機器更新・新規稼働機器（PET/CT）が関係各署の協力もあり工期も無

事終了し稼働が可能な状況となった。次年度へ向け検査数の増加、さらには収益増へ繋げられ

一定の成果は得たと考える。

　　８�）今後の課題としては、以下の項目について継続活動していくことである。

　　　　〇新規稼働機器である PET/CTの検査数獲得へ向け近隣施設への検査依頼

　　　　〇タスクシフトへ向けたスムーズな業務移行

　　　　〇放射線機器の計画的な機器更新の申請

　　　　〇診療用放射線の安全利用のための指針（第 13 条）の基づく環境整備

（８）診療録管理委員会

　　１）活動状況

　　　�　診療録管理室の業務を円滑に運営するための活動を行った。詳細は以下のとおりである。

　　　①�　カルテ点検結果報告

　　　　�　保険診療を行う上で、行われた診療行為や治療内容が正確に診療録に記載されていなけれ

ば不正請求とみなされ診療報酬の返還命令が下される場合がある。また、訴訟や診療録の開

示に耐えうる記録を残すことも大変重要である。そこで、カルテ点検は、病院全体で取り組

むべき業務の一つと捉え、当室は毎月無作為に 1 患者を抽出しカルテ点検を実施していると

ころである。今回は、2022 年 5 月点検実施分から 2023 年 4 月実施分までを診療科ごとに集

計し結果報告を行った。

　　　②　院内略語集追加申請について（全科）

　　　　�　カルテ記載時における略語の使用に関し、過去１年分のカルテ点検の結果から院内略語集

掲載以外の略語を割り出し、これを基に診療科からの追加要望を承った。診療科からの追加

要望を受け、院内略語集への掲載可否について承認可否を行った。

　　２）自己評価

　　　�　過去 1 年間の総括としてカルテ点検結果の報告をルーティン化できたこと、また院内略語集

の定期更新を迅速に行うことができた。

　　３）今後の課題

　　　�　院内略語集の更新は適宜行うも、プログレスノートの記載は原則日本語で記載することを視

野に、医療略語から容易に日本語変換ができる対策を考えていきたい。

　　　�　カルテ点検は、年度ごと各診療科にフィードバックし達成率の向上につなげていくこと念頭

に、診療科の異なる医師や薬剤師、コ・メディカルを含めた人材でチーム編成を行い、合同の

カルテ点検活動ができるよう幅を広げていきたい。

　　　�　今後も、さらなる診療記録の完成度向上に大いに寄与したい。



― 643 ― 

（９）個人情報管理委員会

　　・要旨 

　　　�　2023 年度における個人情報管理委員会の活動は、医療機関でのディプロマポリシー（目指す

べき職員像）、カリキュラムポリシー（職員教育と研修の方針）、およびアドミッションポリシー

（求める人材の基準）に基づき、個人情報保護とサイバーセキュリティ対策を強化することを目

指してきました。特に、医療情報システム安全管理責任者を中心とした IT-BCP との連携強化や、

医療DXを見据えたデジタル推進委員の活動、さらに新入職員へのオリエンテーションと在職

職員へのオンライン研修が大きな成果です。これらの取り組みにより、病院全体のセキュリティ

意識の向上が図られています。以下、具体的な評価と総論を述べます。 

　　１）活動状況　

　　【社会連携】 

　　・教育プログラムの充実

　　　�　ディプロマポリシーに基づき、新入職員向けのオリエンテーションでは個人情報保護に関す

るレクチャーを実施し、在職職員に対しては、個人情報に関わるオンライン研修を行いました。

これにより、職員全体のセキュリティ意識の底上げが図られました。

　　・医療DXとサイバーセキュリティ対策

　　　�　医療情報システム安全管理責任者を中心に、昨今のサイバー攻撃の脅威に対応するため、

IT-BCP との連携体制を構築しました。これにより、サイバー攻撃事案発生時の初動対応体制が

整備され、迅速な対応が可能となりました。また、院内でのリスク共有と教育活動が強化され、

職員全体の意識向上が図られています。 

　　・医療DXを見据えたスマートフォン活用 

　　　�　当院には、デジタル公認のデジタル推進委員が在籍しています。 

　　　�　デジタル推進委員の活動は、スマートフォンを活用した医療DXを想定した取り組みも含ん

でいます。これにより、デジタルデバイスの利便性を最大限に活用し、患者とのコミュニケーショ

ンの改善や医療情報の効率的な管理が期待されています。 

 　　・外部・内部サイバーインシデントの啓発 

　　　�　外部および内部のサイバーインシデントにより生じる個人情報漏洩リスクについて、職員向

けに具体的な事例を用いた啓発活動を行い、日常業務でのリスク意識を高めました。

　　・�地域社会への貢献アドミッションポリシーを踏まえ、地域社会の一員として、情報保護に関す

る啓発活動を通じて信頼関係の構築に努めました。市区町村と連携し、ボランティア団体への

貢献活動や、日本語は話せるが読み書きができない外国人高齢者向けの外部研修を実施し、多

様なニーズに応える活動を展開しました。 

　　【社会連携での改善】

　　・職員間の意識のばらつき 

　　　�　個人情報保護の重要性に対する認識に差異が見られ、一部の職員には徹底できていない部分

がありました。特に新任職員やパートタイムスタッフに対して、より効果的な教育が必要です。 
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　　・技術的支援の不足 

　　　�　サイバーセキュリティ対策の一環として、職員が利用する ITシステムの改善が急務です。特

に技術面でのサポートを充実させ、現場での情報管理体制を強化する必要があります。 

　　３）自己評価 

　　　�　2023年度の活動は、教育と地域連携の両面で一定の成果を挙げましたが、ディプロマポリシー、

カリキュラムポリシー、アドミッションポリシーに沿った評価から見て、改善すべき点も残さ

れています。 

　　・�教育面の評価ディプロマポリシーに基づく個人情報保護の基本的な知識の普及は達成されまし

たが、職員の全員が統一された理解と意識を持つことは課題です。デジタル機器の利用を通じ

た教育のさらなる拡充が求められます。 

　　・�研修の質の向上カリキュラムポリシーを元に、実践的で具体的な研修内容の導入に成功しまし

たが、現場のニーズに完全に応えきれていない部分があるため、カリキュラムの見直しが必要

です。特にスマートフォンの活用に関する研修内容の強化が期待されます。 

　　・サイバーセキュリティ対策 

　　　�　IT-BCP との連携によるサイバー攻撃への対応体制は一定の評価を受けますが、さらなる技術

的な強化と職員の意識統一が求められます。外部・内部のサイバーリスクに対する意識啓発活

動の継続も重要です。 

　　・�地域社会との信頼構築アドミッションポリシーを意識した地域社会との信頼構築には一定の成

功が見られますが、今後はさらに密な連携が求められます。 

3．今後の課題 

（１�）職員教育のさらなる充実個人情報保護に関する職員教育を強化し、統一した理解と行動を促す

ための方策が求められます。特に、新任職員へのオリエンテーションや年次ごとの研修プログラ

ムの充実が必要です。また、スマートフォンを活用した情報管理に関する教育を強化する予定です。  

（２�）システムのセキュリティ強化技術的なセキュリティ対策のさらなる強化が必要です。特に、IT 

インフラの見直しや最新技術の導入を検討し、セキュリティリスクの軽減を図ります。医療DX

に対応するためのデジタルデバイス活用も含め、セキュリティ強化を進めていきます。 

（３�）地域社会との連携強化地域社会との関係構築をさらに進め、より具体的で効果的な情報保護対

策の啓発活動を増やす計画です。地域のニーズに応えることで、病院としての信頼性をさらに高

めます。 

　　【コメント】 

　　�　2023 年度の活動は、個人情報管理委員会としての重要な役割を果たし、多くの成果　を収めま

した。特に、サイバー攻撃に対応するための初動対応体制の整備や IT-BCP との連携強化、医療

DXに向けたスマートフォン活用の取り組み、新入職員と在職職員を対象とした個人情報研修は、

病院のセキュリティレベル向上に大きく貢献しました。しかし、ディプロマポリシー、カリキュラ
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ムポリシー、アドミッションポリシーに基づいた全体的な評価から見て、改善点が浮き彫りになっ

た部分も少なくありません。今後は、職員の意識統一と技術的な強化、さらに地域社会との連携強

化に注力することで、病院全体の個人情報保護レベルを向上させることが求められます。これによ

り、病院としての社会的責任を果たし、安心・安全な医療環境を提供することを目指します。
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〇　感染制御部

（１）活動状況

　　１）感染制御関連

　　　①　感染対策マニュアルの改訂（看護の手引き改定）

　　　②　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）、インフルエンザ等の院内感染対策

　　　　a．院内感染を防ぐための各種対策の実施

　　　　b．新型コロナウイルス感染症陽性患者入院病床の感染対策指導

　　　　c．院内発生対応（疫学調査、検査実施、感染対策、職員教育等）

　　　　d．厚生労働省（G-MIS）をはじめとする各種調査回答

　　　③　耐性菌発生状況確認・報告、アウトブレイク対応

　　　④　感染症発生届

　　　　a．感染症発生届出（ 2023 年度）

　　　　　　2 類感染症　　結核	 8 件

　　　　　　3 類感染症	 0 件

　　　　　　4 類感染症　　E型肝炎、レジオネラ	 3 件

　　　　　　5 類感染症　　CRE、梅毒、侵襲性肺炎球菌等	 28 件

　　　⑤　抗菌薬適正使用の状況確認・推進

　　　⑥�　ICT活動・AST活動（院内ラウンド、感染対策、抗菌薬に関するコンサルテーョン対応）

　　２）抗体価検査・ワクチン接種事業

　　　①　職員対象HBワクチン接種事業

　　　②　職員・委託業者等対象季節性インフルエンザワクチン接種事業（職員接種率 89.6％）

　　　③　新型コロナウイルスワクチン接種（春開始、秋開始）

　　　④　新入職員対象MMRV抗体価及び結核スクリーニング検査 実施

　　　⑤�　採用・配置換え者対象のMMRV抗体価及びワクチン接種歴調査、及び希望者対象MMRV

抗体価検査

	 ⑥　抗体価・ワクチン接種歴カードの配布

　　３）WHO多角的戦略の実施

　　　①　5 月・10 月手指衛生キャンペーン実施

　　　②　直接観察の実施及びフィードバック

　　　③�　手指衛生自己評価フレームワーク（Hand Hygiene Self-Assessment Framework: HHSAF）

による評価
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　　４）サーベイランス

　　　①　JANIS（全入院患者部門、SSI 部門、ICU部門、検査部門）

　　　②　J-SIPHE参加（AST、ICT関連、微生物・耐性菌関連情報）

　　　　　東邦大学医療センター佐倉病院、聖隷佐倉市民病院、印西総合病院との連携

　　　③　手指衛生サーベイランス



― 650 ― 

　　　【私立医科大学病院感染対策協議会手指衛生調査結果：本院・分院総合結果】

2022 年
・ICU部門 56.83 ｍｌ /日 /患者　54 施設中 38 位
・病棟部門 18.23 ｍｌ /日 /患者　67 施設中 30 位

2023 年
・ICU部門 52.00 ｍｌ /日 /患者　63 施設中 42 位
・病棟部門 15.70 ｍｌ /日 /患者　77 施設中 41 位

　　　④�　入院患者及び職員（委託含む）における、新型コロナウイルス発生、インフルエンザ発生、

職員感染性胃腸炎発生サーベイランス

　　５）教育

　　　①　新入職員感染管理研修（研修医、看護職員）

　　　②　インジェクション看護師育成コース　静脈注射時の感染防止

　　　③　病院感染対策講習会（ 2 回実施）

　　　④　抗菌薬適正使用に関わる講習会（ 2 回実施）

　　　⑤　委託対象感染対策講習会（手指衛生）

　　　⑥　看護職員、メディカルスタッフ対象の感染対策基礎教育　全 25 回　119 名参加

　　６）職業感染防止対策

　　　①　針刺し切創・皮膚粘膜汚染対応（針刺し切創：37 件、皮膚粘膜汚染：0 件）

　　７）私大協

　　　①�　私立医科大学協会 感染対策部門　相互ラウンド実施（日本大学病院、東邦大学医　　療セ

ンター佐倉病院）

　　　②　私立医科大学協会感染対策協議会総会出席

　　　③　私立医科大学協会感染対策推進会議総会出席

　　　④　私大協マンスリーミーティング参加

　　８）地域活動（連携施設数　感染対策向上加算 2,3：7 施設、外来感染対策向上加算：40 施設）

　　　①�　連携病院感染防止対策カンファレンス 4 回 /年 開催（内 1 回 新興感染症等発生想　　定訓

練）

　　　②　感染防止対策加算に関わる連携病院からのコンサルテーション対応

　　　③　感染防止対策加算に関わる各連携病院とのラウンド実施

　　　④　日本医科大学付属病院相互ラウンド実施（オンライン）

　　　⑤　日本医科大学付属四病院 ICT会議参加

　　　⑥　連携施設との感染サーベイランス実施（年 4 回）

　　　⑦　千葉県新型コロナウイルス感染症に関わるクラスター対策チーム活動

　　９）その他

　　　①　他大学、厚生労働省等の調査協力
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（２）評価と今後の課題

　　�　印旛医療圏における基幹病院として、管内を中心とした地域連携を強め、2016 年より開催して

きた連携病院感染防止対策カンファレンスを昨年と同様に東邦大学医療センター佐倉病院と共催

で開催、また算定要件となっている新興感染症等発生想定訓練を東邦大学医療センター佐倉病院

と共催で実施した。その他、連携施設への感染対策等に関する相談や、連携施設へ訪問し感染対

策指導を行っている。

　　�　WHOガイドラインに準拠した手指衛生改善プログラムを令和 4 年度より始動させ、キャンペー

ンや直接観察を継続しつつ、WHO多角的戦略にのっとった取り組みを実践した（WHOフレーム

ワーク 150 点→ 270 点へ）。手指消毒アルコール目標値を 20 Ｌ /1000pt 日に設定し、2023 年度

平均は 23.5L/1000pt 日と目標を達成することができた。2024 年度は、25L/1000pt 日の目標を掲

げているため継続して多角的戦略に取り組んでいく。

　　�　感染制御部・病院感染対策委員会（下部組織としての感染対策マネージャー委員会、エイズ・

結核対策委員会の活動を含む）は、諸活動（上記）を行った。職員への感染対策への意識を高め

ることを目的に、現場のニーズに沿った感染制御体制整備を行い、マニュアル等の作成や再発防

止策を検討し活動してきた。抗菌薬使用量、耐性菌報告件数、サーベイランス事業、講習会・研

修会の参加状況等を勘案し、一定の効果は得られたと考える。

　　�　2023 年 5 月より新型コロナウイルス感染症（以下コロナ）が 5 類感染症へ移行し、院内の感染

対策を平時の診療体制へと戻すために取り組んだ 1 年であった。

　　�　コロナ渦において院内教育ができなかったことが課題であったが、感染対策基礎講習として看

護管理者（副看護部長、係長、主任）、メディカルスタッフに対する少人数制の演習（手洗い・

PPE着脱・N95フィットテスト）を含む講習会を全 25 回 / 年で開催し、119 名の職員に教育を行

うことができた。運営には感染制御部と ICTメンバーが協力し実施したため ICTメンバー一人一

人の指導力強化にもつながったと評価する。今後の教育体制については、院内院外ともに検討を

行う予定である。

〇　国際医療推進室

（１）活動状況

　　�　2015 年度から 2017 年度まで、厚生労働省補助金モデル事業「外国人患者受入れ拠点病院」の

選定を受けた。

　　�　2017 年 4 月には、内閣府主導（現在は経済産業省や厚生労働省主導）の「JIH：ジャパン・イ

ンターナショナル・ホスピタルズ（推奨期間は 3 年）」に推奨された。

　　�　その後、更新審査（ 4 段階）を通過し、2020 年 4 月に初の推奨更新を果たした。2023 年 4 月

に推奨再更新（ 3 期目）を実現した。JIH 推奨病院は、2024 年 1 月 30 日現在、全国 44 病院で構

成されている。

　　�　JIH 推奨病院（MEJ フォーラム会員兼務）の役割としては、渡航受診者（計画的インバウンド

患者・検診者）の受入れや産官学民との連携を含む医療分野（ヒト、スキル、教育、ME、医療機
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関そのものなど）での海外進出・輸出（アウトバウンド）であるが、引き続き、訪日外国人、在

日外国人の方々にも安心・安全な医療を受けられる環境づくりを目標に継続活動した。

　　�　渡航支援企業（メディサーブ株式会社、株式会社人々等）や中国の天瑞メディカルグループ代

表取締役・副総裁とは交流を継続している。

　　�　2023 年 4 月にMEJ（メディカル・エクセレンス・ジャパン；経済産業省の支援を得た官民連

携による日本の医療の国際展開推進機関、JIH 推奨病院やMEJ フォーラム会員等の事務局）を訪

問し、MEJ 及び当院が株式会社人々へ「MTF（認定ホワイト渡航支援企業）」を紹介、天瑞メディ

カルグループへ「JIH 連携医療機関認証」及び「人間ドック健診施設機能評価」の受審案内・詳細

打合せを行った。その後、後者はMEJ 提携の現地コンサルティング会社と打合せを継続している。

　　�　国際医療推進室に、医療コーディネーター、英語、中国語、台湾語、韓国語、ロシア語、ヒンディー

語、スペイン語の 7カ国語に対応可能な医療通訳スタッフ計 12 名（専従・兼務職員 6 名、院内職

員ボランティア 4 名、院外ボランティア 2 名）を配置している。

　　�　外国人患者受入れ数（国籍不問で日本語による医療サービスを十分に受けられない患者数）は、

2023 年 4 月より、渡航受診者の受入れ制限が一部緩和されたものの、在日外国人患者が急増し、

前年度比 169％増の計 1,318 名（延人数）となった。

　　�　2023 年度の外国人患者受入れ実績の詳細は以下の通りである。

　　１）延べ人数　　　　1,318 名（実人数 207 名）

　　２）男女比　　　　　755：563

　　３）在日・訪日比　　1224：89　　※不明 5

　　４）年齢　　　　　　平均値 46.6 歳（中央値 45.0 歳、標準偏差 20.3 歳）

　　５）国籍　　　　　　中国 32％、アフガニスタン 14％、ベトナム 13％、米国 7％、

　　　　　　　　　　　　スリランカ 6％　等　※ 33カ国

　　６）対応言語　　　　中国語 33％、英語 14％、ベトナム語 13％、ペルシャ語 9％、スペイン語 6％、

　　　　　　　　　　　　シンハラ語 5％　等

　　７）対応場面　　　　治療 IC 73%、リハビリ 18%、検査 IC 8%　等　　

　　８）入院・外来比　　87：1231

　　�　今年度も、ペルシャ語、シンハラ語等の希少言語対応を必要とする在日外国人の受診が顕著で

あった。大半の対応言語は中国語、英語、ベトナム語であった。「治療や検査の IC」での通訳が多

かった。

（２）自己評価

　　�　外国人患者受入れ拠点病院の使命を終え、今年度も当院の特色を活かし、JIH 推奨病院として、

診断・治療、健診・検診、（オンライン）セカンドオピニオンを希望する渡航受診者の受入れを積

極的に遂行するため、受入れ制限緩和とともに、仲介会社へのプロモーションや院内外の環境整

備（ホームページの見直しや文書翻訳）を行い、積極的に受入れ活動をしてきた。

　　�　しかしながら、取引実績のある仲介会社とのマッチングが難航した。その結果、渡航受診者は

29 名（延人数）に留まった。他に在日外国人患者等に有料通訳を実施した。
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　　�　また、オンライン・セカンドオピニオンは 3 名（実人数）であった。今後、それは渡航受診者

受入れの際のスクリーニングにも応用可能である。

　　�　国内外から渡航受診者の診療（セカンドオピニオンや検査含む）の問合せは継続している。

（３）今後の課題

　　�　取引実績のある渡航支援企業や新規の渡航支援企業とのマッチングの回復である。MEJ 主催の

マッチングイベントに積極的に参加をしていく。

　　�　また、MEJ 主催のインバウンド・アウトバウンドに関するフォーラム等の会合に数多く参加し、

他の JIH 推奨病院及び多くの渡航支援企業との連携強化や天瑞メディカルグループとの交流等を

継続する。

　　�　当院の強みを分析し渡航受診者や渡航支援企業等にアピールしていく。

　　�　在日外国人患者急増の大きな要因は、慢性疾患患者や産科患者の受診増により、延人数が急増

したことによる。

　　�　同伴者通訳に依存するだけでなく、翻訳ツール（遠隔対面通訳、翻訳アプリ、機械翻訳）や対

面通訳による多言語対応を促進していかなければならない時代に突入している。

〇　がん診療センター

（１）活動状況

　　１）がん診療センター委員会（毎月　8 月のみ休会）

　　２）キャンサーボード（年 4 回）

　　３）＊講演会・セミナー

　　　・前立腺がん：市民公開講座「前立腺がんってどんな病気？」ブルーリボン啓発活動

　　　・乳がん：�市民公開講座「やってみよう！乳がん自己検診」・アピアランス体験会「ピンクリボ

ン de 上を向いて」ライトアップイベント、YouTube 生配信ピンクリボン啓発活動

　　　・膵がん：市民公開講座「膵がんに立ち向かう」パープルリボン啓発活動

　　　・子宮頚がん：正面玄関ライトアップ

　　　・肺がん：「北総がんセミナー」

　　　・アピアランス：成田市がん患者支援講演会「粧う」

　　　・がん地域連携Web セミナー：「がん診療連携拠点病院で働く外科医の心情」

　　　　　　　　　　　　　　　　 　 「当院における肝胆膵外科低侵襲手術」

　　　　　　　　　　　　　　　　 　 「当院におけるロボット手術の導入について」

　　　　　　　　　　　　　　　　 　 「胃癌治療の個別化～HER陽性に対する治療戦略を中心に～」

　　４）がん教育　

　　　・県立松尾高等学校　

　　５）患者会・サロン

　　　・おしゃべりサロンひだまり（すべてのがん患者対象と家族）：年 5 回　

　　　・サロン・ド・つばめ（婦人科がん患者）：年 4 回
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　　　・和音～Wain ～（乳がん患者）：年 6 回

　　６）緩和ケア関連

　　　・緩和ケア研修会：年 2 回

　　　・ケアカフェいんば：年 1 回

　　　・緩和ケアWeb セミナー：「隠れた苦痛に気づく・関わる・ケアをする」

　　７）＊就労支援

　　　・産業保健センター出張相談：月 1 回

　　　・ハローワーク出張相談：月 1 回

（２）自己評価

　　�　今年度は、医師の退職もあり放射線治療のべ患者数が足りず、地域がん診療連携拠点病院の要

件を満たすことができなかった。新型コロナウイルス感染症の影響で中止していた市民公開講座

やがん教育などを再開した。

　　�　また、患者や住民の方への相談支援や情報提供などについては、分かりやすいようにHPの内容

を一新した。

　　�　地域のがん診療を担う病院として、より多くの情報発信を行うことができた。

　　１）診療実績

　　　①　悪性腫瘍手術件数　　　　1,242 件

　　　②　がん化学療法のべ患者数　外来　7,523 件　入院　1,854 件

　　　③　放射線治療のべ患者数　163 件

　　　④　院内がん登録数　1,566 件

　　　⑤　緩和ケアチーム介入依頼件数　218 件

　　２）がん相談支援センター実績

　　　①　相談件数 2,167 件

　　　②　遺伝子診療外来　15 件

（３）今後の課題

　　�　地域がん診療連携拠点病院の指定要件項目の充実化、質の向上をより一層図る。特に来年度は、

放射線治療の延べ患者数を増やし、地域がん診療拠点病院の要件を満たさなければならない。が

んに携わる医師と連携し、患者獲得に努めたい。

　　�　また、地域住民へのがん相談支援センターの周知を図り、がん患者さんと家族が安心して治療

を受けられるようサポートに努めたい。

〇　医療連携支援センター

（１）活動状況

　　１）スタッフ

　　　（センター長）　渡邉昌則

　　　（副センター長）山崎峰雄、藤岡久恵
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　　　（�看護）看護師長　跡治美智代、主任　塚本京子、主任　伊藤智美、主任　田岡里香、主任　田

染史子、堤田由実、高中優、長嶺聡子、鈴木加奈子、山本亜美、岩﨑優子、藤元美穂、石川時枝、

酒井千里、渡辺裕子、岡本明弥美

　　　（�MSW）係長　松崎隆、主任　石橋明希、主任　豊福尚子

	 　渡邉裕子、伊藤幸宏、梅村信江、岡澤紗也香

　　　（事務）課長　古川靖裕、主任　小笠原恵莉

	 　三森倫子、紀伊元大祐、西脇みなみ、他 3 名

　　２）2023 年度の特記事項

　　　�　本年度も「地域連携」・「相談業務」・｢入退院支援｣・「ベッドコントロール」を主な業務とし

て中心に活動してきた。2020 年度から ｢入院支援室｣ を開設し、入院前から患者さんの問題を

把握し入院時のスクリーニングを行い、退院支援へとつなげている。

　　　�　今年度は 3 年ぶりに講演会・懇親会を企画した千葉北総医療連携フォーラム 2023が開催でき、

懇親会では来賓と親睦を図れた。来賓 123 名、学内・院内 116 名、合計 239 名が参加された。

　　３）地域連携（前方連携）

　　　�　紹介元医療機関との連携窓口として患者の受入連絡、調整、受診予約の取得等の業務を行った。

日勤帯の緊急受入依頼謝絶患者件数の減少に取り組み、毎月の謝絶患者の平均件数は 4 件以下

で推移している。また紹介状の返書率の向上に取り組み、受診報告書・退院報告書とも約 100％

の返書率になった。医療機関向け広報紙（日本医大千葉北総病院News)、患者向け広報紙（ふ

れあい）の制作を担当し、当院の情報を発信した。

　　４）相談業務

　　　�　新規相談援助件数は 4,614 件、相談援助延べ件数は 12,889 件で、そのうち 6～ 7 割が退院援

助となっている。相談援助は療養中の問題、社会復帰・復職・復学支援、受診受療相談、福祉

関係法利用相談、経済的な問題等を抱えるいろいろな患者・家族に面接等を行い対応した。

　　５）入退院支援

　　　�　入院支援において ｢入院支援室｣ にて看護師が対応し、また退院支援においてMSWと看護

師がペアを組み各病棟担当となり、医療的な面と社会的な面を補いながら退院支援を行った。

その結果、退院支援加算 1,886 件、介護支援等連携指導料 94 件、退院時共同指導料 70 件、入

院時支援加算 167 件を算定した。　

　　６）ベットコントロール

　　　�　病床を効率的に運用するため前方連携、入院支援、各診療科外来看護師からの情報を基に予

約入院・転院患者・緊急入院の患者の病床調整を行った。特に転院患者はその情報が重要であり、

病棟の責任者と相談した後に決定している。また病床稼働率は午前退院を推進した結果、2022

年度の 76.7％から 79.2％へ向上した。

（２）自己評価

　　�　本年度も「地域連携」・「相談業務」・｢入退院支援｣・「ベッドコントロール」の主たる業務中心

に活動してきた。各職種の職員が院内外の会議に参加し、日頃から院　外の医療機関等や院内の
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職員と連携し業務を遂行したため医療連携の推進及び患者支援はできた。地域医療支援病院は運

営委員会を定期的に開催し委員の情報共有を図り、また研修会開催や施設の共同利用等を通して

地域の医療機関に貢献できた。認知症疾患医療センターは患者家族、地域包括支援センター、か

かりつけ医と連携し、対応できた。印旛医療圏の患者が総患者数の 85％を占めていた。

〇　ドクターヘリ事業

　�　2002 年からスタートした当施設のドクターヘリ事業は 1 名の負傷者も出す事故を起こすことなく

運営してきた。令和 5 年 12 月には累計出動回数も 20,000 回を超え、千葉県・茨城県南部にはなく

てはならない救急搬送ツールと位置付けられている。コロナ禍で減少していた搬送人数も近年の出

動件数と同程度（ 1,000 件から 1,200 件）に回復している。

　�　今年度は北総病院開院 30 年にあたり、これまでの活動をまとめた資料を作成したので添付する（図

表１）。今後も地道な活動を続けていく一方で、関東近隣県（神奈川、茨城、埼玉、栃木）を巻き込

んだ関東広域ヘリネットワークの構築を計画している。

　�　また使用機体をMD（マクドネ

ル・ダグラス）社から BK（ボー

イング・川崎）社に変更申請を運

行会社に行っており、実装すると

定員が６名から 7 名になることか

らドクターヘリ医師、看護師のさ

らなる教育に貢献できるものと期

待している。

　�　また、病院に勤務する救命士を

ドクターヘリに搭乗させる申請も

法人に打診しており、医療者のタ

スクシェア・シフトの一助になる

と考えている。

（図表 1）
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〇　医学教育関連会議

　�　当院では医学教育から専門医育成までの諸問題をシームレスに議論することを目的に「医学教育

関連会議」を設置し、「臨床研修管理員会」及び「クリニカル・クラークシップ実行委員会」を「医

学教育関連会議」として統合している。

（クリニカル・クラークシップ実行委員会）

（１）活動状況

　　�　新型コロナウイルス感染症の影響で、昨年度まで制限付きの診療参加型実習であったが、5 月か

らコロナ前の制限のない診療参加型実習へと変更された。学生環境整備費でダヴィンチ術野カメ

ラシステムを増設した。

　　�　ＣＣ棟の宿泊利用について、５月のGW明けより運用されることとなった。

（２）自己評価

　　�　新型コロナウイルス感染症が 5 類に移行されるのに伴い、法人全体で、コロナ前と同様の実習

体制へと変更された。手術室遠隔放映システムに腹腔鏡画像取り込みシステムを増設し、CCルー

ムで臨床の様子がより正確に観ることができるようになった。コロナ禍のような新たな感染症の

流行の際に対応できるシステムづくりができたと考える。

　　�　ＣＣ棟の宿泊は、使用月の前月 10 日までに実習先診療科部長了承のもと、大学事務分室に申請

書を提出することで利用が再開された。そのため、遠方のため当院での実習を敬遠していた学生

にも実習を行いやすい環境となった。

（３）今後の課題

　　�　コロナが５類に移行されたことで、制限のない実習になっている。しかし、今後も感染症の流

行の際に対応できるよう環境面等をアップデートして、どのような状況下でも対応できるように

していきたい。

（研修管理委員会）

（１）活動状況

　　�　研修管理委員会の活動は、①臨床研修医の募集と採用、②臨床研修プログラムの策定、評価と

改善、③臨床研修のための指導者の育成と監督、④臨床研修医の学習・労務環境の整備、⑤その

他臨床研修に関する諸問題への対応などである。臨床研修医募募集への活動として、2023 年度は

NPO法人千葉医師研修支援ネットワーク主催のWeb 説明会に 2 回参加した。また、日本最大級

の研修医情報サイトである C-MECに当院の研修内容や募集状況を掲載した。2024 年度採用予定

の研修医はマッチ者が 11 名で 1 名アンマッチとなり、2 次募集を行い 12 名の採用予定者を確保

できたが、留年者が出たことで 3 次募集まで行った。

　　�　最終的に 2024 年度の臨床研修医採用は定員の 12 名となった。昨年度から継続で、自身の学習

内容の振り返りや研修医間での相互学習を目的として、研修医 2 年次が 1 年次へレクチャーを行っ

た。また、全診療科から研修医へミニレクチャーを行っている。昨年度から開始された救急外来
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でのＥＲ当直では、対象診療科に小児科と女性診療科・産科が加わった。これにより、当直時間

帯の 3 次救急以外すべての患者のファーストタッチを研修医が担当することとなった。ただし、

今回加わった小児科と女性診療科・産科はファーストタッチ段階から、他はファーストタッチ後

に指導医同伴で診療にあたることで運用している。

　　�　臨床研修医の労務管理については、前年度に引き続き当委員会において時間管理を行っている。

1ヶ月の総自己研鑽時間 45 時間以内の目標が概ね達成されており、また、1ヶ月の日宿直回数に

ついても規定内に収まっていることが確認されている。しかし、出退勤のタイムカード打刻を行

わない研修医がおり、指導を行った。2022 年度採用の臨床研修医 12 名については、全員が滞り

なく研修を終えることができ、3 月 5 日に研修修了式を行った。進路については、2 名が当院、3

名は付属病院、7 名が学外の医療機関で専門医研修を開始している。

（２）自己評価

　　�　本年も研修医の募集活動から研修体制まで、様々な活動を行った。募集活動としては主に①本

学千葉県枠学生を対象とした懇親会②Ｃ―ＭＥＣへの病院情報の掲載が挙げられる。千葉県では

研修医がフルマッチをしない場合、割り当て人数を減少させられてしまうため、これらは研修医

募集活動の一助となったと評価できる。また、研修医体制としては①救急外来当直の変更②全診

療科からのミニレクチャーが主な変更点として挙げられる。

（３）今後の課題

　　�　研修医の打刻漏れがあり、本委員会でも課題としてあがっており、継続的な周知が必要である。

また、研修修了要件である EPOCの入力が研修修了間近まで終わらないなど、各科研修以外の業

務に関する問題が多くあった。研修医にとっては各科での研修が最も重要であることは間違いな

いが、打刻や研修内容の記録も同様に重要な研修内容であることを来年度は研修医に周知させて

いきたい。

〇　現状の問題点と今後の課題

　�　現在の問題点としては、開院 30 年を経て、病院の基盤設備の更新が必須の状況であることです。

4 基ある業務用エレベーター（給食配膳や患者搬送に用いる）は 30 年更新されておらず、また病院

の機能の根幹で、電力供給の基盤である特別高圧受変電設備も更新時期 25 年を超えている（ 5 年越

え）状況にあります。

　�　特に、2023 年 6 月以降のコロナ関連診療費の特別加算や補助金が無くなり、入院単価の減少が見

込まれます。さらにロシアによるウクライナ侵略による、燃料費の高騰や円安に伴う物価高など多

くの要因による医療経費の増大が顕著であり、このため経費が医療収入を上回ることも十分に考え

られ、病院経営に暗雲が立ち込める可能性が高くなってきます。このため、医療経費の節減により

一層取り組むとともに、医療収入の増加をより一層高めるべく、長年の懸案であった稼働率の上昇に、

教職員をはじめとした医師の目標達成のためのより一層の情熱と努力が必要になってきます。紹介

患者数の増加とともに、救急患者の謝絶率を低下させ、効率的なベッドコントロールにさらなる工

夫が必要になってきます。
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　�　今後の課題として、地域医療支援病院の資格保持のための、紹介率と逆紹介率のさらなる向上を

目指していかなくてはなりません。また稼働率の悪化しているいくつかの診療科についても、医師

数の適正配置や医療技術の特色化を図っていく必要があります。開院後 30 年を得て、外来ブース使

用の効率化を図るため、各科の配置や使用状況に応じた改変にも取り組み外来設備の更新を 2023 年

11 月に行いましたが、これらの投資に対する効果を挙げていかなくてはなりません。

　�　教育に関しては、本学に地域枠として入学した優秀な学生諸君の研修先として当院が魅力あるも

のとするべく、学生時代からの緊密な学業や課外活動、就職支援作業に加えて、当院での専門医取

得が可能な診療科を増加すべく 2020 年度までは８科であったものを、2021 年度には、外科も加わ

り９科（内科・皮膚科・脳神経外科・麻酔科・放射線科・形成外科・救命救急センター・リハビリテー

ション科・外科）となりました。さらに対応診療科を増やすべく、未取得の診療科部長にも対応指

示をしてまいります。また研修医募集にも力を入れて、当院で独自に作成した募集ビデオなども、

SNS 等を通じて広く発信していきたいと思っております。当院では、クリニカルクラークシップの

教育を充実するべく、院内に講義室を設け、学生用の電子カルテの複数の配置を含め、病棟に出入

りしなくても、実践的教育が図られるよう動画を用いた講習やウエットラボ・ドライラボによる教

育にも力を入れております。

　�　保険医療機関である当院は、公的セクションでありその経営上、物価高や資源高、また働き方改

革に伴う人件費の増大に対して、医療費・サービス価格等の値上げが民間企業と異なり出来ません。

このため、地域行政との連携が不可欠になってきております。当院は広大な印旛医療圏で、二つし

かない三次救急病院指定を受けており、地域医療になくてはならない最後の砦としての役割を果た

しておりますが、この実情に応じた行政からの支援に向けて積極的に取り組んでまいります。

　�　2024 年度の当院の院長理念も、全診療科、全職員が一致団結して一人一人の患者さん、病院での

一つ一つの問題点に対応すること、すなわち「ALL for One」を掲げさせていただきました。病院職

員一同「攻めの医療」と「ALL for One」の精神で、課題に立ち向かっていく所存です。
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千葉北総病院の概要

所在地・電話番号・FAX
〒270-1694
千葉県印西市鎌苅1715
電話0476－99－1111（代）
FAX 0476－99－1911

交通機関
北総線、成田スカイアクセス線「印旛日本医大」駅から送迎バス3分
京成線「京成佐倉駅」北口から路線バス約20分　　　　　　　　　　　　
JR成田線「木下」駅から送迎バス約20分　　　　　　　　
ＪＲ「成田駅」西口から送迎バス約25分
セントマーガレット病院から送迎バス約30分

院長 事務部・部長
別　所　竜　蔵 伊　東　秀　一

沿革　　　　　平成 6年 1月26日　　　日本医科大学付属千葉北総病院として開院(診療開始) [1994.1.26]
　　　　　　　　平成 8年 8月 千葉県から災害拠点病院 （基幹災害医療センター)の指定[1996.8]　
　　　　　　　　平成 9年 1月 　　　特定承認保険医療機関の承認 [1997.1]
　　　　　　　　平成11年 4月 　　　救命救急センターの指定 [1999.4]
　　　　　　　　平成13年10月 　　　ドクターヘリの運航開始 [2001.10]
　　　　　　　　平成16年10月18日　　　病院機能評価(一般病院)認定 [2004.10]
　　　　　　　　平成17年 2月 4日　　　エイズ協力病院の指定 [2005.2]
　　　　　　　　平成18年 4月 1日　　　日本医科大学千葉北総病院に名称変更 [2006.4]
　　　　　　　　平成18年 7月 1日　　　DPC(包括医療に参加) [2006.7]
　　　　　　　　平成19年12月 　　　地域連携パスの導入(千葉県でいち早く導入) [2007.12]
　　　　　　　　平成21年10月18日　　　病院機能評価Ver.6(一般病院)更新 [2009.10]
　　　　　　　　平成23年 8月 1日　　　電子カルテ導入[2011.8]
　　　　　　　　平成26年10月18日　　　病院機能評価項目3ｒｄG：Ver.1（一般病院2）更新［2014.10.18］
　　　　　　　　平成27年 4月 　　　地域がん診療連携拠点病院認定［2015.4］
　　　　　　　　平成29年 4月 　 　　「ジャパン・インターナショナル・ホスピタルズ（JIH）」に推奨［2017.4］
　　　　　　　　令和元年10月18日　 　　病院機能評価項目3ｒｄG：Ver.2（一般病院2）更新［2019.10.18］
　　　　　　　　令和 2年　4月　　　　　　 認知症疾患医療センターの指定［2020.4］
　　　　　　　　令和 2年  8月　　         新型コロナウイルス感染症重点医療機関の指定[2020.8.4]
　　　　　　　　令和 3年  5月　　　　　　 訪問看護室の設置[2021.5.1]
　　　　　　　　令和 3年10月 7日　　　　地域医療支援病院の認定[2021.10.7]
　　　　　　　　令和 4年 4月 1日　　　　女性診療科・産科病棟リニューアルオープン[2022.4.1]
　　　　　　　　令和 5年 1月 1日　　　　低侵襲ロボット手術センターの設置[2023.1.1]

就任年月日：令和2年4月1日 就任年月日：令和4年4月1日 就任年月日：

職
員
数

医師 看護職員 薬剤師
診療放射線技

師
臨床検査技師

理学・作業療法士
・言語聴覚士

事務職員 その他 計 臨床研修医

178名 737名 53名 1358名 70名

敷地面積 建築面積 建築延面積

36名 38名 44名 33名 169名

336,679㎡ 17,820㎡ 64,398㎡

診
療
科
目

循環器科、腎臓内科、脳神経内科、消化器内科、血液内科、糖尿病・内分泌代謝内科、呼吸器内科、
外科・消化器外科、乳腺科、緩和ケア科、心臓血管外科、呼吸器外科、脳神経外科、整形外科、小
児科、眼科、女性診療科・産科、耳鼻咽喉科、皮膚科、泌尿器科、放射線科、ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ科、麻酔科、
形成外科、ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科、歯科、救命救急ｾﾝﾀｰ、病理診断科・病理部、(集中治療室)

診
療
科
数

28科

病
床
数

一般 精神 結核 感染症 計 患者紹介率

５７４床 床 床 床 床 ５７４床
2022年度 2023年度

61.0% 68.4%

6,959人

病理解剖
年間（延数） 1日平均 年間（延数） 1日平均 年間（延数） 年間（延数） 剖検率

入院患者数 外来患者数 救急患者数

令和2021年度 157,612人 432人 288,353人 988人
440人 277,344人 940人 7,480人 13人

教育・研究・診療の特徴(特に重点をおいている教育・研究・診療等）
・当院では、医師の教育の重要性を鑑み次のことを実施している。
1．新規着任医師に対する医師としての心構えについての教育（特に患者さん中心の医療について）
2．当院の「理念」「患者さんの権利」等病院としての方針
3．第３次救急医療体制の整備
4．SCU（脳卒中治療室）の設置
5．医療安全・病院感染対策・災害対策に関する教育
6．学会参加への助成等、高度な知識ﾚﾍﾞﾙの習得に向けた支援
7．他職種を含めた合同ｶﾝﾌｧﾗﾝｽの開催による効果的な医療の検討
・その他
1．地域連携ｸﾘﾆｶﾙﾊﾟｽの作成・普及と医療連携の強化（脳卒中・糖尿病・急性心筋梗塞・各種がん）
2．がん診療連携拠点病院として質の高いがん医療の提供と体制の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　3.医療通訳拠点病院（現：外国人患者受入れ拠点病院）として外国人患者の診療等のサポートを行う。
4．ﾄﾞｸﾀｰﾍﾘ事業による千葉県・茨城県南部に亘る広域救急医療の実施
5．厚生労働省が進めるﾒﾃﾞｨｶﾙｺﾝﾄﾛｰﾙ事業における千葉県の中心的活動の実施
6．災害対策としてのDMATの編成と災害支援体制の整備
7．臓器別ｾﾝﾀｰの導入による内科系・外科系の診療協力体制の強化

2.6%
令和2023年度 166,315人 454人 273,169人 936人 8,458人 10人 1.5%

患
者
数

年度

11人 2.4%
令和2022年度 160,559人
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1．要旨 

（１）学校法人日本医科大学国際交流センター 

　　�　学校法人日本医科大学では、昭和 58（ 1983 ）年に当時の中曽根康弘首相の下で開始された「留

学生受け入れ 10 万人計画」に呼応する形で、木村義民常務理事（当時）が中心になり昭和 61（ 1986 ）

年に「学校法人日本医科大学国際交流センター」を発足させ、国際交流委員会 ( 現・国際交流センター

運営委員会 ) が設置された。 

　　�　令和 3 年度から国際センター運営委員会の下で、日本医科大学国際交流委員会と日本獣医生命

科学大学国際交流委員会がそれぞれ運営され、年 2 回のセンター運営委員会で、両大学に共通す

る事項について協議・報告を行っている。 

（２）学校法人日本医科大学国際交流センター運営委員会 

　　�　運営委員会の構成は学校法人日本医科大学国際交流センター組織規則により、①国際交流セン

ター長、②日本医科大学長及び日本獣医生命科学大学長、③日本医科大学教授会より選出された者

3 名、日本獣医生命科学大学獣医学部教授会及び応用生命科学部教授会より選出された者各 1 名、

④センター長より推薦された者 若干名（日本医科大学に所属する者 1 名以上及び日本獣医生命科

学大学に所属する者 1 名以上を含むものとする。）となっている。 

　　�　令和 5 年度の日本医科大学側の委員は、小川令センター長（令和 2（ 2020 ）年 4 月 1 日から就任）、

弦間昭彦学長、金涌佳雅教授、大久保公裕教授、酒井真志人教授、Steven Kirk 教授、根岸靖幸准

教授、佐伯秀久教授の各委員である。日本獣医生命科学大学側の委員は、鈴木浩悦学長、石岡克己

教授、小竹佐知子教授、和田新平教授、田島剛講師である。 

（３）日本医科大学国際交流委員会 

　　�　委員会の構成は日本医科大学国際交流委員会細則により、①国際交流センター長、②学長、③日

本医科大学医学部教授会より選出された者 3 名、④センター長より推薦された者若干名となって

いる。 

　　�　令和 5 年度の委員は、小川令センター長（令和 2（ 2020 ）年 4 月 1 日から就任）、弦間昭彦学長、

金涌佳雅教授、大久保公裕教授、酒井真志人教授、Steven Kirk 教授、根岸靖幸准教授、佐伯秀久

教授、武井寛幸教授、横堀將司教授、山口博樹教授、小野真平准教授、五十嵐徹准教授、松本優助

教・医員、杉山理恵主任看護師である。 

国 際 交 流 セ ン タ ー 運 営 委 員 会
(日本医科大学関係)
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2．開催状況及び活動状況 

（１）学校法人日本医科大学国際交流センター運営委員会 

　　�　日本医科大学国際交流センター運営委員会は原則として半年に 1 回行われ、令和 5 年度は 7 月

20 日（木）（第 136 回）、1 月 25 日（木）（第 137 回）の計 2 回開催された。主要な審議・報告

事項等は以下の通り（議事録抜粋）。 

　　１）�東京メトロ運賃改定に伴う外国人留学者の交通費支給基準の改正について 

　　　�　東京メトロの運賃改定に伴い、国際交流会館（金町）入館者への交通費支給金額について、

支給上限を変更した。（第 136 回） 

　　２）「外国人の招へい及び視察・研究等に関する規則」について 

　　　�　外国人留学者による研究情報の持出等の防止に対応するため、規則に「法令規則並びに本法

人の諸規程等を遵守しなければならない。」の文言を追加する改正案について提案があった。各

委員から承認された。 

　　　�　今後、規程等整備委員会を経て、理事会に提出する予定とのことだった。（第 136 回） 

　　３）外国人留学者等の交通費支給基準の改正について 

　　　�　事務室上嶋より、外国人留学者等の交通費支給基準の改正について、下記のとおり提案があっ

た。 

　　　�　7 月の委員会でも今後の改正方針として報告したが、留学者、留学生の所属が協定校、非協定

校を問わず、寮への入居者に対しては一律に金町－千駄木間の運賃（定期券代）を上限として

交通費を支給している現状に対して、協定枠外や非協定校からの留学者（医師、研究者等）が

大変多くなっている状況を踏まえて、協定校からの協定に基づく留学者、留学生への支援をよ

り手厚くすることを目的として、協定校からの協定に基づき派遣された留学者、留学生に対し

てのみ、寮への入居、非入居に関わらず交通費の全額を支給する内容に基準を改正したい。 

　　　�　この改正案について、来年度 4 月 1 日からの施行で承認された。（第 137 回） 

　　４）各種説明同意文書（案）について 

　　　�　事務室上嶋より、各種説明同意文書（案）について、下記のとおり提案があった。 

　　　�　国際交流センターに提出してもらった学生の海外留学に係る報告書等について、現在は製本

して、図書館での保管・閲覧を行っているが、今後は電子データとして保管、閲覧に供するこ

とを想定して、説明同意文書を整備しておきたい。 

　　　�　以前、「撮影ならびに画像（静止画・動画）使用説明同意文書」については委員会にて審議し

ていただき承認を受けているが、一部加筆した修正案（目的外使用、第三者への提供を行わな

いこと、同意の撤回ができることを加筆）を提案したい。加えて「報告書・報告動画等の公開

に関する説明同意文書」、「講演の録画ならびに公開に関する説明同意文書」を作成した。肖像

権や個人情報保護を踏まえ、これらの文書を整備して運用していきたい。 

　　　�　 これらの文書案について、承認された。（第 137 回） 
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　　５）小委員会及び担当委員からの報告等について 

　　　①　奨学金・助成金小委員会からの報告 

　　　　ａ．令和 6 年度外国人留学者奨学金支給審査結果について 

　　　　�　奨学金・助成金小委員会の佐伯小委員会委員長から、令和 6 年度外国人留学者奨学金支給

審査結果について、以下のとおり報告があった。 

　　　　�　令和 5 年 7 月 3 日（月）から 9 月 29 日（金）まで受給希望者の募集を行った結果、日本

医科大学 13 件、日本獣医生命科学大学 0 件、計 13 件の申請があった。内訳は、「一般（未

入国・留学中）」の申請が 10 件、「優秀」の申請は 3 件となり、支給対象額は 1,110 万円となっ

た。持回り審査の結果、全員の申請について承認することとなった旨の報告があった。（第

136 回） 

　　　②　広報小委員会 

　　　　ａ．学校法人日本医科大学国際交流センターホームページのアップデイトについて 

　　　　�　広報小委員会の小野小委員会委員長から、国際交流センターのホームページに関して、以

下の報告があった。 

　　　　�　広報小委員会では、現在 1 ～ 2 ヵ月毎に定例会議を行い、ホームページに、国際交流に関

するニュースの掲載や、次のアップデイトに向けた資料（海外からの留学希望者が参照でき

る留学手続きに係るフローチャート、体調不良時の対処方法、ID カードの発行方法といった

日本で役立つマニュアルの作成等）を作成していきたい。（第 136 回） 

　　　③　研究会・講演会小委員会 

　　　　ａ�．第 34 回 International Research Conference 及び外国人留学者同窓会の開催について（令

和 6 年 2 月 17 日（土）　メタバースで開催予定）について 

　　　　　�　研究会・講演会小委員会の根岸小委員会委員長より、2 月 17 日（土）に開催予定の第 34

回 International research conference 及び外国人留学者同窓会について以下のとおり報告が

あった。 

　　　　　�　今回の発表会では、外国人留学者 10 名、日医大学生 4 名、日獣大学生 1 名、合計 15 名

の発表を予定している。審査員は小川先生、石岡先生、小竹先生、加藤先生、私（根岸）

の予定であり、また、座長は小野先生、田島先生、私の予定である。 

　　　　　�　今回は、仮想空間メタバースで開催するという新しい試みを行う予定である。抄録や研

究発表などの内容は従来通りだが、開催会場をメタバースとしており、現在、円滑な開催

を目指して準備しているところである。参加いただける先生については、テストの機会を

設けているので、ぜひメタバースに入って、色々と試していただきたい。また、研究発表

会の後には過去に留学に来ていた外国人留学者の同窓会も開催する予定としている。 

　　　　　�　小川委員長より、メタバースでの開催となった経緯等について下記のとおり説明があっ

た。 

　　　　　�　元々、コロナ禍で人がなかなか会えない状況下でのコミュニケーションツールや、例え

ば英語の授業やサークル活動などでも利用できるのではないかいうことで、大学でのメタ
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バース導入を検討していたのだが、外国からの参加者がインターネットを介して会える場

は国際交流には絶好であることから、国際交流センターでメタバースを実践してみようと

いうことになり、今回の催しでのトライとなった。 

　　　　　�　今後、リハーサルも行う予定なので、是非、先生方には参加していただきたい、とのこ

とだった。 

　　　　　�　石原委員から使用プラットフォームについての質問があり、プラットフォームは Frame 

VR（米国）で、運営提供企業は株式会社メドバース（代表取締役・渡辺雄介／帝京大学医

学部循環器内科教授）であること、プラットフォーム選定に際し、300 社以上あるプラッ

トフォームの中からネットワーク環境、セキュリティや個人情報の扱い等について精査の

上、候補を 4 社に絞り、面接等を行って決定したことなど、選考に係る経緯について事務

室より補足説明があった。（第 137 回） 

（２）日本医科大学国際交流委員会 

　　�　日本医科大学国際交流委員会は、原則として奇数月に行われており、令和 5 年度は 5 月 18 日（木）

（第 215 回）、7 月 20 日（木）（第 216 回）、9 月 7 日（木）（第 217 回）、11 月 2 日（木）（第

218 回）、1 月 25 日（木）（第 219 回）、3 月 7 日（木）（第 220 回）の計 6 回開催された。主要

な審議・報告事項等は以下の通り（議事録抜粋）。 

　　１）新たな海外協定校の開拓について 

　　　　小川委員長より、新たな海外協定校の開拓について、下記のとおり話があった。 

　　　�　南カルフォルニア大学で、海外選択クリニカルクラークシップ（CC）による学生の受け入れ

人数が減らされてしまったこともあり、今後、委員の先生方の協力を得るなどして、もう少し

海外協定校を増やしていきたいと考えている。 

　　　�　山口委員より、クリーヴランドクリニックが、コロナ禍の際に受入れに前向きだったのだが、

協定の相手先は大学である必要があるかとの質問があった。現行の協定先についても大学以外

の施設が含まれており、特に問題はないため、小川委員長より、大学に限らず、広く情報提供

をお願いしたいとの話があった。（第 215 回） 

　　２）外国人留学者受入選考プロセス等の検討に係るワーキンググループの設置について 

　　　　小野委員から下記のとおり提案があった。 

　　　�　自分自身の診療科での外国人留学者の受入プロセスを通して、問題点があることに気が付い

た。現状では、留学希望者からの申請に対して、診療科が了解であれば受入れとなるが、実際

に来日すると、ニーズがあっていなかったり、経済的な問題が生じたりといったケースがある。 

　　　�　これらを解消するためには、国際交流センターにおける外国人留学者の受入マニュアルの作

成を行う必要があると考えている。具体的には、留学者受入の選考基準の策定、受入時の手続

きのリスト化、受入に係る担当部署ごとの業務内容の適正化、分掌化等である。また、国際交

流会館への申込に係る事項も含めて、マニュアルを作っていくことで、仕事の流れをスムーズ

にすることが必要と考え、提案した。 

　　　�　なお、ワーキンググループ（WG）として日本獣医生命科学大学を含めて活動する前に、まず
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は事前の情報収集等を行う活動から開始していきたいとの話があった。 

　　　　小川委員長から、情報収集後に WG を作ることで進めるように指示があった。（第 215 回） 

　　３）上海大学との協定契約の締結について 

　　　　事務室王から、上海大学との協定契約の締結について以下のとおり報告があった。 

　　　�　日本医科大学と上海大学（中国）との学術交流に係る協定調印式が、5 月 30 日（火）に健診

医療センター 2 階第一会議室にて執り行われた。日本医大からは理事長、学長、付属病院院長

他 11 名、上海大学からは、上海大学党委員会書記、国際部副部長、人事部副部長他 12 名が出

席した。今後、協定に基づき、両校の交流を図っていくことが確認された。（第 216 回） 

　　４）協定校チェンマイ大学医学部長一行による本学訪問について 

　　　�　事務室王より、8 月 28 日（月）の協定校チェンマイ大学医学部長一行による本学訪問につい

て報告があった。 

　　　�　チェンマイ大学からは、Bannakij Lojanapiwat 医学部長、Narain Chotirosniramit チェンマイ

病院院長、Chalong Cheewakriangkrai 国際担当副学部長、日本医大からは、弦間学長、宮下名

誉教授、小川形成再建再生医学大学院教授・国際交流センター長、武井乳腺外科学大学院教授・

アジ研部長、酒井分子遺伝医学大学院教授、神尾呼吸器内科学准教授、脇田血液内科学講師他

が出席し、会談を行った。（第 217 回） 

　　５）学長によるハワイ大学訪問について 

　　　�　事務室王より、弦間学長による協定校のハワイ大学訪問について、以下のとおり報告があった。 

　　　�　10 月 27 日から 10 月 31 日に、弦間学長、小川国際交流センター長、小野国際交流センター

運営委員会広報小委員会委員長、王国際交流センター主任４名で協定校のハワイ大学医学部

（John A. Burns School of Medicine（JABSOM））を訪問した。先方の医学部長や . 副医学部長（教

務担当）、国際医療医学オフィスセンター長他と面談し、両校の今後の国際交流の在り方につい

て協議を行うとともに、医学部（JABSOM）と Sim Tiki Simulation Center の施設内見学など

を行った。 

　　　�　海外選択 CC の受け入れ枠については現行どおりとなったが、Summer Student の新たな受け

入れ枠として、ハワイ大学医学部教育部門（Office of Medical Education; OME）が提供する

International Student Workshop に日本医科大学として最大 3 枠を確保してもらえる見通しと

なった。また、来年 1 月または 3 月に、国際医療医学オフィスセンター長である町先生による

講演を本学にて開催することとなった。（第 218 回） 

　　６）英国サウサンプトン大学による本学訪問について 

　　　�　事務室王より、英国サウサンプトン大学による本学訪問について、以下のとおり報告があった。 

　　　�　11 月 1 日にサウサンプトン大学より Ruihua Hou 国際副学部長が本学を訪問し、大学間協定

に係る協議を行った。本学からは鈴木常務理事、小川副医学部長兼国際交流センター長、佐伯

秀久教務部長、中澤教務課長、枝大学院課長他計 8 名が出席した。 

　　　�　両大学間における医学生を対象とした臨床実習やサマースチューデント、大学院生を対象と

したダブルディグリー（複数学位取得制度）などの可能性について話し合いを行い、今後、協



― 666 ― 

定締結に向けて具体的な手続きを進めることになった。協定が実現すれば、現在の本学協定校

としては唯一の欧州の大学となる。（第 218 回） 

　　７）第 2 回中日医学学術シンポジウムの開催について 

　　　�　事務室王より、協定校である上海大学において開催される第 2 回中日医学学術シンポジウム

について報告があった。 

　　　�　11 月 3 日から 4 日に、上海大学にて第 2 回中日医学学術シンポジウムが開催される予定である。

参加は上海大学、東京大学、岡山大学及び本学であり、開会式には安武医学部長がオンライン

にて参加し、弦間学長のビデオメッセージを流す予定となっている。また、現地には松山医療

管理学特任教授兼研究統括センター副センター長、坂井薬理学講師が参加し、発表を行うこと

になっている。（第 218 回） 

　　８）タイ救急医療庁一行の本学訪問について 

　　　�　事務室王から、11 月 29 日（水）にタイ救急医療庁の Atchariya Pangma 事務総長他 3 名が

本学を訪問し、弦間学長と面談の後、付属病院救命救急科の五十嵐病院講師の案内で、救命救

急センターや屋上ヘリポート等を見学した旨、報告があった。 （第 219 回） 

　　９）サウサンプトン大学（英国）及びマヒドン大学（タイ）との協定について 

　　　�　事務室王から、英国のサウサンプトン大学及びタイのマヒドン大学と、来年度中に大学間協

定を締結する方向で、現在、調整を行っている旨、報告があった。（第 219 回） 

　　10）ウクライナからの医療者研修受け入れについて 

　　　�　事務室王から、ウクライナからの医療者研修受け入れについて、資料に基づき報告があった。 

　　　�　 3 月 11 日よりウクライナの医師 2 名を受入れ、形成外科・再建外科・美容外科及び救命救急

科にて各 4 週間ずつ、計 8 週間の研修を行う予定である。こちらは経済産業省の補助事業とし

て実施されるものであり、受け入れに際しては研修費が支払われる予定である。（第 219 回） 

　　11）各小委員会及び担当委員からの報告等 

　　　①　奨学金・助成金小委員会 

　　　　ａ�．佐伯小委員会委員長から日本医科大学医学部海外留学奨学金貸与審査結果について、以

下のとおり報告があった。 

　　　　　�　令和 5 年度に海外選択クリニカルクラークシップ（CC）で留学を行う学生 2 名（南カルフォ

ルニア大学 1 名、ハワイ大学 1 名）について奨学金貸与に係る審査を行い、いずれも貸与

を認めることとした。（第 215 回） 

　　　　ｂ�．佐伯小委員会委員長に代わって事務室上嶋より、日本医科大学医学部学生国際交流助成

金の審査結果について、以下のとおり報告があった。 

　　　　　�　令和 5 年度上期に申請があった助成金申請 14 件について、8 月に小委員会にて審査を行い、

申請者全員に支給することを決定した。内訳は、海外選択 CC で留学した学生 13 名（ハワ

イ大学 1 名、ジョージ・ワシントン大学 2 名、南カルフォルニア大学 4 名他）、IFMSA の

活動により渡航した学生 1 名であった。（第 217 回） 

　　　　ｃ�．佐伯小委員会委員長より、令和 6 年度外国人留学者奨学金支給の審査結果について、以
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下のとおり報告があった。 

　　　　　�　 7 月 3 日（月）から 9 月 29 日（金）まで受給希望者の募集を行った結果、日本医科大

学 13 件、日本獣医生命科学大学 0 件、計 13 件の申請があった。内訳は、「一般（未入国・

留学中）」の申請が 10 件（留学期間 1 年が 4 件、8 カ月が 1 件、6 カ月が 1 件、4 カ月が 1 件、

3 カ月が 3 件）、「優秀」の申請は 3 件（留学期間 1 年が 3 件）となり、支給対象額は 1,110

万円となった。持ち回り審査の結果、全員の申請について承認することとした。（第 218 回） 

　　　　ｄ�．佐伯小委員会委員長より、令和 6 年 2 月審査分の日本医科大学医学部学生国際交流助成

金支給、及び日本医科大学医学部海外留学奨学金貸与に係る審査結果について、以下のと

おり報告があった。 

　　　　　�　令和 5 年度下期に申請があった日本医科大学医学部学生国際交流助成金 10 件について、

2 月 8 日～ 10 日に持ち回り審査を行い、申請者全員に支給することを決定した。内訳は、

「Summer Student」に係る申請が 3 件、「東南アジア医学研究会タイ派遣」に係る申請が 7

件であった。 

　　　　　�　また、令和 6 年度に実施される海外臨床実習（海外 CC）での助成を目的として申請があっ

た日本医科大学医学部海外留学奨学金貸与 1 件について、2 月 14 日～ 16 日に持ち回り審

査を行い、支給することを決定した。（第 220 回） 

　　　②　研究会・講演会小委員会 

　　　　ａ�．根岸小委員会委員長から 5 月 17 日（水）に開催された国際交流流講演会について以下の

とおり報告があった。 

　　　　　�　本年度も、「米国で臨床医として働く」ということで 3 名の医師による講演会を開催した。

講演会参加者は全体で 142 名、内訳は現地参加が 75 名、オンラインが 67 名だった。質疑

応答も活発に行われ、非常に好評であった。今後も機会があれば、また企画していきたい

と思う。 

　　　　　�　小川委員長から、他校の学生からも、留学に関する講演会を開催してほしいとの要望が

あったこともあり、今後もこうした講演会を年に２～３回程度、開催できれば良いと思う

との意見があった。（第 215 回） 

　　　　ｂ�．根岸小委員会委員長より、5 月 17 日（水）に宮下智先生、里井セラ先生、宮地麻衣先生

を演者に迎えて国際交流講演会を開催した旨、報告があった。また、来年 2 月頃に、外国

人留学者による研究発表会を行う予定との話があった。今後も、海外で活躍している先生

方を招いての講演や、留学を希望する学生の参考になるような講演等も企画していきたい

とのことだった。（第 216 回） 

　　　　ｃ�．根岸小委員会委員長に代わって事務室上嶋より、令和 6 年 2 月 17 日（土）に開催予定の

外国人留学者の発表会（International Research Conference）について下記のとおり報告が

あった。 

　　　　　�　今年度の発表会については、メタバースを利用して行う予定であり、過去の留学者にも

参加してもらうことを計画していたところ、過去の留学者の同窓会などを開催することで、
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私立大学経常費補助金の加算を獲得できることが判明したため、今回の研究発表会開催時

には、併せて同窓会も開催する形式でプログラムを計画していきたい。（第 218 回） 

　　　　ｄ�．根岸小委員会委員長より、令和 6 年 2 月 17 日（土）に開催された外国人留学者の発表会

（第 34 回 International Research Conference）及び外国人留学者同窓会（Home coming 

day 2024 ）について下記のとおり報告があった。（開催会場を撮影した動画も参考として配

信） 

　　　　　�　今年度の研究発表会については、メタバースを利用して実施された。実施にあたっては、

㈱メドバースのプラットフォームを利用し、日本医科大学及び日本獣医生命科学大学から、

計 15 演題（外国人留学者 10 演題、学部生 5 演題）の発表が行われ、活発な議論がなされた。 

　　　　　�　研究発表会後には、外国人留学者同窓会を開催し、過去の留学者との懇談などが行われた。 

　　　　　�　今回、はじめてのメタバースでの開催にあたり、留学者、学生及び指導教員、座長、審

査の先生方には多大なるご協力をいただいた。ネットワーク環境、プレゼンスライド動作、

質疑応答のしやすさ、学内への周知など、検討課題も見出されたが、今回の経験を、今後

の学内メタバース講演会等の参考にしていただければと思う。 

　　　　　�　弦間学長からは、メタバースの利用にあたっては、まずは既存の設備を最大限に活用す

ることを検討してもらいたいとの話があった。 

　　　　　�　小川委員長より、メタバースの活用に関しては、今後も色々な可能性を探っていきたい

との話があった。（第 220 回） 

　　　③　海外選択クリニカルクラークシップ（CC）小委員会 

　　　　　事務室・王から、以下のとおり報告があった。 

　　　　�　協定校である南カルフォルニア大学より、2021 年秋からのカリキュラム変更に伴い、2024

年度から、日本医大からの学生の受入人数を、4 名から 2 名に変更したい旨の連絡があった。

同時に、受入可能な診療科は、内科、小児科のみとなるとのことである。（第 215 回） 

　　　④　国際交流収益検討小委員会（名称変更後：研究推進小委員会） 

　　　　ａ�．山口小委員会委員長より、小委員会の立ち上げ時には、インバウンドによる付属病院の

収益などを想定していたが、それがコロナ禍で難しくなったため、研究費の獲得などを模

索することになったかと思うが、今後、研究費の獲得を模索するのか、それともあらため

て収益を上げることにフォーカスしていくべきなのか、方向性について悩んでいるとの話

があった。 

　　　　　�　小川委員長より、まずはグラントをとっていくことにフォーカスを絞って、今検討を始

めているメタバース関係のところに繋げていけたらと考えているが、あらためて個別に相

談していきたいとの話があった。（第 215 回） 

　　　　ｂ�．小川委員長より、今後の小委員会名称を「研究推進小委員会」に変更する旨、提案があ

り了承された。（第 219 回） 

　　　　ｃ�．山口小委員会委員長より、収益検討小委員会より変更となった研究推進小委員会について、

以下のとおり報告があった。 
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　　　　　�　今まで、小委員会の名称を収益検討小委員会としていたが、小川委員長と相談したところ、

「収益」という言葉は国際交流の委員会にはそぐわないということと、目的としては留学生

の受け入れや送り出しといった国際交流活動に対する国や企業等からの研究助成に積極的

にアプローチしていくことを主眼のひとつとするため、今回、名称を研究助成小委員会に

変更することとした。それに伴い、留学経験がある、所属部署で留学生を受け入れている、

研究を精力的に実施しているといったことを考慮して、内科系、外科系、基礎系から人選し、

別紙のとおり 6 名の先生方に小委員会委員となってもらった。具体的な活動はこれからだが、

今後、どのような研究助成にアプライができるのか、検索するというところから始めてい

きたい。その際には、アウトプットの現実性も含めて検討した上で、本委員会に提案する

というロードマップを引いている。できれば次々回くらいまでには、どのようなものにア

プライできるかについて、報告したいと考えている。（第 220 回） 

　　　⑤　広報小委員会 

　　　　ａ�．小野小委員会委員長から、国際交流センターのホームページに関して、以下のとおり報

告があった。 

　　　　　�　国際交流センターのホームページに関しては、立ち上げが完了し、今後の維持管理を手

掛ける業者の選定等を行っている。また、月 1 ～ 2 回開催している小委員会を通してニュー

スのアップ作業を行っており、今後は、海外選択 CC で留学している学生に対する報告依頼、

各教室への留学活動報告依頼などを実施予定である。（第 215 回） 

　　　　ｂ�．小野小委員会委員長より、以下のとおり報告があった。 

　　　　　�　広報小委員会では、現在 1 ～ 2 か月ごとに定例会議を行っている。現在の主な活動とし

ては、日本医科大学の国際交流に関するニュースのホームページへの掲載や、次のホーム

ページアップデートに向けた資料（海外からの留学希望者が参照できる留学手続きに係る

フローチャートや、体調不良時の対処方法、ID カードの発行方法といった日本での生活に

役立つマニュアル等）の作成などである。 

　　　　　�　小川委員長より、留学生にもマニュアルの作成に参画してもらうとよいのではないかと

の意見があった。（第 218 回）　 

　　　　ｃ�．小野小委員会委員長より、以下のとおり報告があった。 

　　　　　　ホームページに関しては、最近の国際交流に関するニュースを随時アップしている。 

　　　　　�　今後については、紙媒体が中心となっている学生の留学報告に関して、動画形式での報

告を増やしていきたいと考えている。（第 220 回） 

　　　⑥　サマースチューデント小委員会 

　　　　ａ�．令和 5 年度のサマースチューデントの審査結果について、2 月から募集を開始し、6 名の

応募に対して、先方施設より指名された 3 名が現在手続き中である。（第 215 回） 

　　　　ｂ�．松本小委員会委員長に代わって事務室上嶋より、以下のとおり報告があった。 

　　　　　�　2024 年度のサマースチューデントについて、NIH2 名、Thomas Jefferson University1

名の枠を確保できた。現在、大学内にポスターを配信し、3 月 15 日午後 5 時を締め切りと
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して希望者の募集をかけている。 

　　　　　�　小川委員長より、円安の影響もあり、留学生にはかなりの負担となっているが、交流セ

ンターの助成金も十分とは言えず、今後、奨学金に関しても検討する必要があるかもしれ

ないとの話があった。 

　　　　　�　弦間学長より、奨学金を借りる学生が少なくなってきていることも踏まえて、奨学金の

資金を助成金として活用すること等も検討した方がよいかもしれないとの話があった。 

　　　　　�　研究推進小委員会山口委員長からは、学生の渡航費補助に係る外部の留学助成金などを

探すことを手始めとして、留学が決まった学生に対して、小委員会委員をメンターのよう

な形で付けて、経済面でのアドバイスを行う等のサポート体制を構築するような活動も、

小委員会として検討したいとの話があった。 

　　　　　�　小川委員長より、今後、山口小委員会委員長も含めて、検討していく旨、話があった。（第

220 回） 

　　　⑦　東南アジア医学研究会 

　　　　�　事務室王より、8 月 14 日 ( 月 ) から 23 日（水）まで、宮下名誉教授、武井教授の引率の下、

1 年生 7 名が協定校のチェンマイ大学、タマサート大学を訪問する予定との報告があった。（第

216 回） 

　　　⑧　MESS担当委員 

　　　　�　五十嵐担当委員より、今年度の MESS の活動について、下記のとおり報告があった。 

　　　　�　今年度は 10 月、11 月、1 月、3 月に 1 名ずつ、留学生の受け入れを予定している。最近の

活動としては、7 月 16 日に USMLE の勉強会を行った。また、学生からの今後の希望としては、

カーク先生を交えたオンライン英会話の開催、留学経験者の話を聞く会の開催、MESS 部員

全員の IFMSA への入会、IFMSA 経由での海外臨床留学を大学のカリキュラム上で認めても

らうこと、IFMSA の基礎研究留学の実施などがある。 

　　　　�　小川委員長より、IFMSA の基礎研究留学に関しては、ぜひ要望を文書で上げてほしいとの

話があった。（第 216 回） 

　　　⑨　看護担当委員

　　　　ａ�．杉山担当委員より、下記のとおり報告があった。 

　　　　　�　8 月 12 日（土）まで、チェンマイ大学からの研修留学者を受け入れている。各診療科の

先生方にも協力いただき、4 病院へも研修に行くなどして、充実した研修を受けてもらって

いる。今後も継続して、留学者の受け入れを行っていきたいと考えている。（第 216 回） 

　　　　ｂ�．杉山担当委員より、以下のとおり報告があった。 

　　　　　�　9 月 20 日（水）に協定校のタマサート大学から、約 40 名の看護師を中心とした医療従

事者が付属病院を見学に来訪する予定となっており、準備をしている。また、来年度に中

国から 2 名の留学者を受け入れる予定のため、その研修の準備も徐々に進めていきたいと

考えている。（第 218 回） 
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（３）大学間の国際交流 

　　　本学は上海大学との学術交流に関する協定を 5 月 30 日（火）に締結した。 

　　�　協定校のチェンマイ大学医学部長一行（ 8 月 28 日）、英国サウサンプトン大学国際副学部長が

それぞれ本学を訪問（ 11 月 1 日）。 

　　　弦間学長らによる協定校のハワイ大学訪問（ 10 月 27 日～ 31 日）を行った。 

　　�　また、本学学生（ 7 名）が第 55 次東南アジア医学研究会タイ派遣として、チェンマイ大学及び

タマサート大学（ 8 月 14 日～ 23 日）を訪問した。 

（４）留学生への支援活動 

　　１�）本学の外国人留学者に対する奨学金は、13 人が受給対象となり 2 名が辞退し 11 名に支給さ

れた（タイ 1 名、中国 5 名、インドネシア 1 名、フィリピン 2 名、インド 1 名、ベトナム 1 名）。 

　　２�）外国人留学者を対象とした学外研修を７月８日（土）に東京ディズニーシーにて開催した。

留学者は 24 名（日医大 23 名、日獣第 1 名）が参加した。 

　　３�）外国人留学者受入部署に対する教育経費 1,066,752 円を支給した（日本医科大学 1,061,952 円、

日本獣医生命科学大学 48,000 円）。 

　　４�）外国人留学者による研究発表会「第 34 回 International Research Conference 及び外国人留学

者同窓会（Home coming day 2024 ）」を 2 月 17 日 ( 土 ) にメタバースを利用して実施した。実

施にあたっては、㈱メドバースのプラットフォームを利用し、本学及び日本獣医生命科学大学

から、計 15 演題（外国人留学者 10 演題、学部生 5 演題）の発表が行われ、活発な議論がなさ

れた。 

　　　�　演題の中から優秀賞 1 件（日本獣医生命科学大学　獣医学部　Linjing Kong）、奨励賞 2 件（形

成再建再生医学 Whitney Quong、分子遺伝学　Saung Zarchi Hnin）、審査員特別賞 1 件（血液

内科　Jiadan Sheng）、学生優秀賞 2 件（第３学年　色部　隆貢、第６学年　佐藤　真結）、学

生奨励賞 3 件（第３学年　井澤　理咲、日本獣医生命科学大学　第３学年　三栖 輝美歩、東南

アジア医学研究会）が選ばれ、各受賞者に賞状及び副賞が授与された。 

　　　�　研究発表会後には、外国人留学者同窓会を開催し、62 名が参加し、過去の留学者との懇談等

が行われた。 

　　５）外国人留学者送別会を 3 月 8 日（金）に開催し、約 21 名の留学者が参加した。 

（５）学部学生の海外臨床実習等 

　　１�）13 名の医学部学生が海外選択クリニカル・クラークシップ（CC）として留学（協定：南カリ

フォルニア大学 4 名、チェンマイ大学 3 名、ジョージ・ワシントン大学 2 名、タマサート大学

2 名、ハワイ大学 1 名、非協定：London Sports Orthopaedic1 名）。した。 

　　２�）サマースチューデントとして、2 名の学生がアメリカ国立衛生研究所（NIH）に、１名の学生

がトーマスジェファーソン大学に留学した。 

　　３�）協定校から 10 名 （タマサート大学 5 名、ジョージ・ワシントン大学 3 名、タマサート大学 2 名）、

非協定校から 40 名の計 50 名の留学生を受け入れた。 

　　４�）IFMSA（国際医学生連盟）経由による本学学生の海外臨床実習は行われなかった。 
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　　５�）IFMSA（国際医学生連盟）経由による海外医学部学生の受入れについて、2 人の学生を受け

入れた（台湾 1 人、ルクセンブルク 1 人）。 

（６）自己評価 

　　�　今年度は、平成 25 年度の浙江警察学院以来の 11 番目の海外協定校・協定施設となる上海大学

と 5 月 30 日（火）に学術交流に関する協定を締結した。 

　　�　来年度中に、サウサンプトン大学（イギリス）及びマヒドン大学（タイ）との大学間協定を来

年度に締結する方向で、調整を行っている。引き続き、協定の締結先について更に探していきたい。 

　　�　新型コロナウイルス感染症の影響により、学部学生の海外臨床実習については昨年度までオン

ラインでの実施となっていたが、今年度から現地での実習が再開された。昨年度から再開された

夏季に行われるサマースチューデント（NIH、トーマスジェファーソン大学）、東南アジア医学研

究会のタイ派遣は、今年度も無事行われた。 

　　�　外国人留学者の発表会（第 34 回 International Research Conference）及び外国人留学者同窓会

については、今年度は新たな試みとしてメタバースを使用して開催した。メタバースの活用に関

して、講演会等、本学内での活用の可能性を探っていくと共に、発表会を充実していきたい。 

　　�　今後は、コロナ禍で中断した国際交流に係る活動をコロナ禍以前より増して一層活性化させて

いく必要があると考えている。 

3．今後の課題 

（１）外国人留学者への支援及び諸手続の整備 

　　�　本学への短期又は中期留学を希望する外国人医学生、研修医等からの申請は新型コロナウイル

ス感染症の影響による減少の反動により、希望者が増加している。この状況を踏まえて、留学者

に向けたより一層の支援体制の整備、拡充及び留学者受入時の審査内容を精査し機密情報や技術

等の流出対策を強化しリスク削減を図る。 

（２）ホームページの整備などにより広報の充実を図り、申請に関する情報提供を行う。 

（３�）留学者による機密情報及び技術等の流出対策を強化し、第三国等に流れるリスク対応を社会に

大学が求められて現況にある。本学においても輸出安全管理保障の規定化が進行中であるため、

国際交流センターとして協力し、外国人留学者受入時に規定を反映させるための対応を図る。 

（４）International Research Conference（外国人留学者研究発表会）のより一層の充実を図る。 

（５�）様々な方法（インターネット上の仮想空間等）を利用して、過去の外国人留学者等との交流を

図る。

（６�）新型コロナウイルス感染症の世界的な蔓延により停滞を余儀なくされた海外協定校等との交流

の活性化を図ると共に新規の協定校を探す。 

（７）本学学生の海外留学の更なる活性化と支援 

　　�　本学学生の留学の機会は学部 2，3 年生時の夏期休暇を利用したサマースチューデント、6 年生

時の海外選択 CC、IFMSA（国際医学生連盟）の交換留学、東南アジア医学研究会、その他に国
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際学会での発表や海外ボランティア活動などがある。本学学生に限らず日本人学生の海外留学へ

の意欲が年々低下傾向にあるため、意欲向上に向けた取り組みを行う。 

（８�）今年度に国際交流センターホームページをリニューアルしたが、更に学生の留学に有用なコン

テンツ（留学ガイダンス等）の拡充を図る。 

（９�）低学年を対象としたサマースチューデント制度の充実、具体的には派遣先施設の更なる開拓を

図る。 

（ 10 ） 海外協定校の更なる開拓を図る。 

（ 11 ）海外留学経験者を招いた講演会等の開催を企画する。 

（ 12 ）英語教育の支援 

　　�　本学学生の実践的英語能力は必ずしも高くなく、海外留学者減少傾向の一因となっているため、

その対策を図る。 

（ 13 ）外国語学教室（英語）と連携し、留学決定者に対する実践的な英語能力強化の機会提供を図る。 

（ 14�）教務部委員会や外国語学教室（英語）と連携して、本学の学生の外国人留学者研究発表会への

参加を促す。 

（ 15 ）外国人留学者との交流会を開催するなどして、英語を使用する機会の提供を図る。 

4．まとめ 
　本学の国際交流は法人の全面的支援と、留学生に対する本学教職員の献身的な指導により大きな成

果をあげてきた。 

　これまでのアジア諸国との交流の実績を更に友好を深めて行く。更に、本学を国際的レベルの研究

教育施設として大きく飛躍させるためには、長期的計画に個人、研究室、大学レベルでの欧米の一流

大学との実体のある交流が不可欠である。 

　そのために国際交流センターは今後とも、国際交流の窓口として、本学の国際化に貢献して行く。 
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国際交流センター実施事業
（令和 5 年 4 月 1 日〜令和 6 年 3 月 31 日）

（資料 1）
（（資資料料１１））

実 施 年 月 日

令和5年4月1日（土）～

令和6年3月31日（日） 受入部署に対して、留学者への研究・研修上の教育経費を支払うことにより、

令和5年7月8日（土）

令和4年10月25日（火）～

12月1日（木）

令和5年2月17日（土）

                       〔優秀賞〕 　　　日本医科大学　　      　　　     ：Yingruxpund Thanakorn （タイ王国）
          日本獣医生命科学大学 ：Linjing Kong 　　　消化器外科学
            獣医学部 （中華人民共和国）

  　　　日本医科大学　　      　　　     ：Yang Yongping （中華人民共和国）
                      〔奨励賞〕 　　　消化器外科学

            日本医科大学 ：Whitney Quong  
            形成再建再生医学 （カナダ） 　　　日本医科大学　　　　　           ：Sintaningrum Elisabeth Prajanti （インドネシア共和国）

       形成再建再生医学
            日本医科大学 ：Saung Zarchi Hnin   
            分子遺伝学 （ミャンマー連邦共和国） 　　　日本医科大学　　　　　           ：Yahua Song （中華人民共和国）

       付属病院看護部
                      〔審査員特別賞〕   

            日本医科大学 ：Jiadan Sheng 　　　日本医科大学　　　　　           ：Yang Hui （中華人民共和国）
            血液内科 （中華人民共和国）        付属病院看護部

  

                      〔学生優秀賞〕 　　　日本医科大学　　　　　           ：Ouano Phillip Charles （フィリピン共和国）
            日本医科大学　3年生 ：色部　隆貢        形成再建再生医学
            日本医科大学　6年生 ：佐藤　真結   

　　　日本医科大学　　　　　           ：Sabeer Hameed （インド共和国）
                      〔学生奨励賞〕        形成再建再生医学

            日本医科大学　3年生 ：井澤　理咲
            日本獣医生命科学大学　3年生 ：三栖 輝美歩 　　　日本医科大学　　　　　           ：Cruz Pacifico Armando （フィリピン共和国）
　　　　　　日本医科大学 ：東南アジア医学研究会        形成再建再生医学

　　　日本医科大学　　　　　    　     ：Ai　Jiang （中華人民共和国）
       形成再建再生医学

　　　日本医科大学　　　　　           ：Lin Mengyao （中華人民共和国）
       解析人体病理学

　　　日本医科大学　　　　　           ：Saliza Binti Ainudin Yeap （マレーシア）
       形成再建再生医学

留学者の生活支援になっている。

留学者の研究・研修成果を発表できる機会となっている。

成   果   ・   課   題   等

 【成果】

 【成果】

 【成果】

留学者間及び事務室との交流、連携を図る機会となっている。

計15演題（外国人留学者10演題、学部生5演題）の発表が行われ、

実      施      事      項

令和5年度外国人留学者奨学金支給審査

及び支給者決定通知

第34回International Research Conferenceの実施

学外研修の実施 東京ディズニーシーに出掛けた。

引率者5名、留学者24名、計29名参加

実    施    内    容    等

一般支給者9名、優秀支給者2名、計11名を決定（別記）

受賞：優秀賞1件、奨励賞2件、審査員特別賞1件、学生優秀賞2件、

　　　　学生奨励賞3件。

国国　　際際　　交交　　流流　　セセ　　ンン　　タタ　　ーー　　実実　　施施　　事事　　業業

（令和 5年４月１日 ～ 令和6年３月３１日）

第34回 International Research Conference 表彰者 令和6年度 外国人留学者奨学金支給決定者

㈱メドバースのプラットフォームを利用し、実施した。

受入部署からの申請に対して、支給条件に適っているか精査し、 【成果】

留学者の研究・研修上の環境を整える支援を行っている。

の支給手続 前期680,921円、後期385,813円を支給した。

外国人留学受入部署に対する研究・研修上の教育経費
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本学協定校との学術交流状況 （資料 2）

国名 協定校 協定等の名称 締結年月日

本　 校 学　　長

相手校 総　　長

本　 校 学　　長

相手校 校　　長

西安交通大学 本　 校 学　　長

（前 西安医科大学） 相手校 校　　長

本　 校 学　　長

相手校 校　　長

本　 校 学　　長

相手校 医学部長

本　 校 学　　長

相手校 医学部長

本　 校 学　　長

相手校 最高経営責任者

本　 校 学　　長

相手校 医学部長

本　 校 学　　長

相手校 事務総長

本　 校 学　　長

相手校 院　　長

本　 校 学　　長

相手校 校務委員会主席

２０２３年度　状況

合計数

派遣数 受入数 派遣数 受入数 （人）

5 5

6 6

3 3

2 7 9

哈尓濱医科大学 1 1

西安交通大学 1 1

中国医科大学 1 1

ハワイ大学 1 1

3 3

3 3

南ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ大学 4 4

2 2

2 7 9

浙江警察学院

上海大学

タイ王国

令和6年3月31日現在

田尻　孝

ﾁｬﾄﾘｰ･ﾁｬﾛｴﾝﾁｰﾜｸﾙ
タイ王国救急医療庁

ﾁｯﾁﾅｰﾄﾞ･ﾊﾊﾞﾉﾝ

H.22.8.2協定書を締結。以後5年
毎に更新。最新更新 R2.8.2。

南ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ大学

チェンマイ大学

ハワイ大学

ｼﾞｮｰｼﾞﾜｼﾝﾄﾝ大学

タマサート大学

H.18.7.11協定書を締結。

H.21.4.1協定書を締結。

（資料２）

職員・研究者等 学生交流
交流状況大学名

平成22年8月2日

平成24年11月27日

令和5年5月30日

昭和62年9月21日

昭和62年10月26日

昭和63年4月1日

アメリカ合衆国

アメリカ合衆国

アメリカ合衆国

タイ王国

隋　永　起

菊地吾郎

哈尓濱医科大学

タイ王国

中華人民共和国

中華人民共和国

本学協定校との学術交流状況

田尻　孝

H.24.11.27協定書を締結。最新
更新 H.31.4.12。

昭和61年8月15日

日本医科大学とタマサート大学医学
部との医学部学生短期交換留学制度
に関する協定書

覚書に変更等がある場合は、そ
の都度、両校で協議する。

S.62.9.21協定書及び覚書を締
結。以後5年毎に更新。最新更
新 H.29.9.21。
S.61.5.19覚書交換。S.62.10.26協
定書及び覚書を締結。以後5年
毎に更新。最新更新
S.63.4.1協定書及び覚書を締
結。以後5年毎に更新。 H.30.4.1
更新後、自動更新。

日本医科大学とチェンマイ大学との学
術交流に関する覚書

日本医科大学と哈尓濱医科大学との
学術交流に関する協定書

日本医科大学と西安交通大学との学
術交流に関する協定書

日本医科大学と中国医科大学との学
術交流に関する協定書

常岡健二

日本医科大学とタイ国救急医療庁と
のドクターヘリ研修に関する協定書

菊地吾郎

備考

任　恵　民　

菊地吾郎

李　厚　文

淺野伍朗

ｴﾄﾞｳｲﾝ C.ｶﾄﾞﾏﾝ

荒木　勤

ｼﾞｮﾝ･F･ｳｨﾘｱﾑｽﾞ

チェンマイ大学

日本医科大学とハワイ大学との学術
交流に関する協定書

日本医科大学とｼﾞｮｰｼﾞﾜｼﾝﾄﾝ大学
医学部との医学部学生短期交換留学
制度に関する協定書

ﾄｯﾄﾞ･ﾃﾞｨｯｹｲ

田尻　孝

平成14年10月1日

平成18年7月11日

平成21年4月1日

R5.5.30協定書を締結。

ｱｳｯﾄﾞ･ｼﾘｽｸﾘﾝ

中華人民共和国

中国医科大学

日本医科大学と南ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ大学
ｹｯｸ医学校との医学部学生短期交換
留学制度に関する協定書

締結者の役職 締結者名

H.14.10.1協定書及び覚書を締
結。

協定に基づく学生間交流は行われなかった。

R5.5.30に学術交流に関する協定書を締結。 

協定に基づき医学生4名を派遣した。

協定に基づき医学生1名を派遣した。

協定に基づき留学者2名を受入れた。（付属病院：形成外科・再建外科・美容外科）

協定に基づき留学者１名を受入れた。（付属病院：形成外科・再建外科・美容外科）

協定に基づき留学者１名を受入れた。（付属病院：女性診療科・産科）

協定枠外で：、臨床実習として留学生1名を受入れた。（付属病院：血液内科、糖尿病・内分泌代謝内科）　

協定に基づき医学生2名を派遣した。

協定に基づき、臨床実習として留学生3名を受入れた。（付属病院：救命救急科、統御機構診断病理学教室、耳鼻咽喉科・頭頸部外科） 

協定に基づき医学生3名を派遣した。

日本医科大学第55次タイ王国医学調査団がタマサート大学を訪問した。

H.25.8.7協定書を締結。
H.30.8.7更新後、自動更新。

傳　国　良

上海大学中華人民共和国
日本医科大学と上海大学との学術交
流に関する協定書

弦間　昭彦

成　旦　紅

協定に基づき、臨床実習として留学生4名を受入れた。（付属病院：血液内科、糖尿病・内分泌代謝内科、形成外科・再建外科・美容外科）　

タマサート大学

5 5

ジョージ・ワシントン大学

日本医科大学第55次タイ王国医学調査団がチェンマイ大学を訪問した。

協定に基づき、臨床実習として留学生2名を受入れた。（付属病院：内分泌外科、整形外科）
協定枠外で、臨床実習として留学生3名を受入れた。（付属病院：糖尿病・内分泌代謝内科、血液内科）

協定に基づき留学者６名を受入れた。（付属病院：看護部、乳腺外科、腎臓内科、循環器内科、耳鼻咽喉科・頭頚部外科）

協定に基づき医学生3名を派遣した。

中華人民共和国 浙江警察学院
日本医科大学・中国浙江警察学院学
術交流協定書 平成25年8月7日

田尻　孝

令和 6 年 3 月 31 日現在
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１．知的財産推進センター
　知的財産推進センターは、知的財産権の取得・権利化・実用化に関する業務を主管業務としている。

（１）知的財産に関する業務

　　１）発明発掘・知的財産管理

　　　�　教職員の発明等を発掘し、活用の見込める発明等を知的財産権として権利化するとともに、本

法人の保有する知的財産権の権利維持に関する業務を行った。

　　　�　2021 年度から継続して 2023 年度も独立行政法人 工業所有権情報・研修館が実施する知財戦

略デザイナー派遣事業に日本医科大学が採択されたことから、日本医科大学に派遣された知財戦

略デザイナーと研究統括センターのリサーチアドミニストレーター（URA）と共に、日本医科

大学の優れた研究成果を発掘し、研究者目線で知財戦略をデザインするための発明発掘業務を

行った。

　　２）技術移転活動

　　　�　本法人の保有する知的財産を社会に還元するために、ホームページでの研究成果に係る技術情

報の提供やAMEDリエゾンに技術移転活動に関しての相談を行った。

　　３）啓発活動

　　　�　日本医科大学のメールアドレス登録者全員を対象に「新特許の豆知識」と題したメールマガジ

ンを月 1 回配信し、2023 年度末で 433 号となった。メールマガジンでは、特許に関する基本的

な知識のほか、新聞やニュースに取り上げられた知的財産権に関する事項の情報発信や解説を

行った。

　　４）知的財産権に関する相談対応

　　　　知的財産権に関する相談窓口として、知的財産権に関する様々な質問を受け付け、対応した。

（２）研究支援業務

　　１）共同研究マネジメントに関する業務

　　　�　本法人で出願を行った発明等に基づく共同研究や地域との連携から生じた共同研究など、当�

センターの業務と関連して実施された共同研究のマネジメントを行った。

（３）社会連携業務

　　１）産学公連携相談窓口

　　　�　2012 年度から、東京商工会議所が大学・研究機関等の協力機関との橋渡し機関となり、中小

企業の技術に関する課題を解決する「産学公連携相談窓口」に協力機関として参加している。

　　２）学外相談対応

　　　�　本法人研究者との共同研究等を希望する学外からの相談について、研究者の探索や紹介を行い、

必要に応じて面談に同席した。

知 的 財 産 推 進 セ ン タ ー
（日本医科大学関係）
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２．知的財産審議委員会
　知的財産審議委員会は、学校法人日本医科大学における知的財産の取扱いに関する基本的事項につ

いて定め、教職員の職務発明等に関する権利を保護するとともに、学術研究の振興及び学術研究の成

果の社会的活用に資することを目的として、本法人における知的財産活動に関する重要事項について

審議し、決定している。また、知的財産推進センターの運営に関する必要な事項の審議を行い、決定

している。

（１）構成委員

　　委 員 長：鈴木秀典　学校法人日本医科大学 常務理事

　　副委員長：柴由美子　弁護士、学校法人日本医科大学 理事

　　委　　員：橋口尚幸　弁護士

　　　　　　　福原茂朋　日本医科大学大学院教授

　　　　　　　盆子原誠　日本獣医生命科学大学教授

　　　　　　　桑名正隆　日本医科大学大学院教授、知的財産推進センター長

　　　　　　　林　宏光　日本医科大学教授、ICT推進センター長

（２）事務局

　　学校法人日本医科大学 知的財産推進センター事務室

　　研究関係担当：�日本医科大学 事務局 研究推進部 部長	 �

日本獣医生命科学大学 事務部 研究推進課 課長

　　財務関係担当：学校法人日本医科大学 法人本部 財務部 経理課 課長

３．開催状況
  委員会開催

（１）第 31 回知的財産審議委員会　　　　2023 年 9 月 21 日　 14：00 ～ 17：00

（２）第 32 回知的財産審議委員会　　　　2023 年 10 月 19 日　14：00 ～ 16：30

（３）第 33 回知的財産審議委員会　　　　2023 年 2 月 7 日　  14：00 ～ 15：30

  持回り審議

（１）知的財産審議委員会持回り審議　　　2023 年 10 月 5 日

（２）知的財産審議委員会持回り審議　　　2023 年 11 月 15 日

（３）知的財産審議委員会持回り審議　　　2024 年 1 月 18 日

  特例　による決定

  ※　�審議事項が特に急を要するものであり、かつ、格別の費用負担を要しないものである場合は、知的財産審議委員
会における審議に代えて、当該審議事項に関する判断及び決定を委員長に一任することができる（学校法人日本
医科大学知的財産取扱規程第 12 条第 3 項）。

（１）	 知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 4 月 4 日

（２）	 知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 4 月 21 日

（３）	 知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 4 月 26 日

※
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（４）	 知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 5 月 11 日

（５）	 知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 5 月 18 日

（６）	 知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 5 月 26 日

（７）	 知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 6 月 5 日

（８）	 知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 6 月 7 日

（９）	 知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 6 月 16 日

（ 10）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 6 月 20 日

（ 11）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 6 月 22 日

（ 12）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 6 月 28 日

（ 13）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 6 月 29 日

（ 14）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 7 月 26 日

（ 15）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 8 月 2 日

（ 16）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 8 月 8 日

（ 17）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 8 月 10 日

（ 18）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 8 月 29 日

（ 19）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 9 月 13 日

（ 20）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 9 月 20 日

（ 21）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 9 月 27 日

（ 22）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 10 月 4 日

（ 23）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 10 月 11 日

（ 24）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 10 月 16 日

（ 25）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 10 月 19 日

（ 26）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 11 月 6 日

（ 27）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 11 月 14 日

（ 28）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 11 月 15 日

（ 29）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 12 月 8 日

（ 30）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2023 年 12 月 28 日

（ 31）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2024 年 1 月 17 日

（ 32）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2024 年 1 月 30 日

（ 33）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2024 年 2 月 7 日

（ 34）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2024 年 2 月 9 日

（ 35）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2024 年 2 月 19 日

（ 36）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2024 年 2 月 20 日

（ 37）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2024 年 2 月 22 日

（ 38）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2024 年 3 月 5 日

（ 39）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2024 年 3 月 15 日
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（ 40）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2024 年 3 月 22 日

（ 41）　知的財産審議委員会の特例による審議	 2024 年 3 月 26 日

４．活動状況等
（１）委員会の活動状況

　　１）発明等の評価

　　　�　2023 年度の発明等の届出は 15 件であった。これらの案件についてヒヤリング等を行い、15 件

を知的財産審議委員会に諮り、審議の結果、12 件について法人が承継して出願を行うことを決

定した。

　　２）特許出願

　　　�　2023 年度は国内特許出願 10 件、PCT出願 2 件、外国出願 9 件を行った。このうち国内出願

6 件、PCT出願 2 件、外国出願 9 件が共同出願案件であった。

　　３）知的財産の権利化の状況

　　　　2023 年度は日本において 7 件の特許権が成立した。

　　４）知的財産権の維持

　　　�　特許権として成立し、維持していた案件について実用化の観点から評価を行ったほか、中間処理

の段階でも発明等の評価を行い、権利化への絞り込みを行った。

　　５）実施料収入

　　　　2023 年度に 1 件の契約を締結した。

５．自己評価
　2023 年度は、2021 年度から継続して、独立行政法人 工業所有権情報・研修館が実施する知財戦略

デザイナー派遣事業に採択されたことから、日本医科大学に派遣された知財戦略デザイナーと研究統括

センターのリサーチアドミニストレーター（URA）と共に、日本医科大学の優れた研究成果を発掘し、

研究者目線で知財戦略をデザインするための発明発掘業務に加えて、知財戦略デザイナー研究成果に関

連する市場調査やスタートアップ設立の支援業務を行った。

　これらの業務を通じて知的財産推進センターの事務室員、URAが知財戦略や出口戦略に関する知識

やノウハウを得ることができた。また、発明相談を受けた研究者や発明者となった研究者に対しては、

より強い権利を獲得するための方策や、市場調査結果に基づく知財戦略の提案を行うことができた。

　知財戦略デザイナー派遣事業をはじめとする活動により、最新の医学を教育、研究し、人々の健康の

維持・増進、社会に貢献することを使命とする日本医科大学のアドミッションポリシーに則った活動を

行うことができた。
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６．今後の課題
　AIに関連した発明相談の増加に伴い、これらの発明を実用化・社会実装に結びつけるための支援業務
の充実が求められている。また、スタートアップへの知財面からの支援体制の構築も、今後の重要な課題

の一つである。

　今後は、日本医科大学事務局研究推進部、日本獣医生命科学大学事務部研究推進課および研究統括セ

ンターとの連携を強化し、従来の研究環境整備や研究支援活動に加え、新たな取り組みを検討していく必

要がある。





Ⅹ． I C T 推 進 セ ン タ ー 
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1．ICT推進センター
　ICT 推進センターは、ICT 推進委員会で策定する教育・研究及び学習に必要な情報化の企画・戦略

の実務並びに実行を担っており、この結果は ICT 推進委員会（全体会議 2 回、大学小委員会 2 回、病

院小委員会 2 回）にて各委員から報告され、改善の状況について議論し検証している。

参考資料：

　※　学校法人日本医科大学 ICT 推進センター業務細則

　　　https://www.nms.ac.jp/ict/apply/apply2.pdf

　※　学校法人日本医科大学情報システムの利用に関する規程

　　　https://www.nms.ac.jp/ict/apply/apply3.pdf

　※　学校法人日本医科大学学術ネットワーク運用細則

　　　https://www.nms.ac.jp/ict/apply/apply4.pdf

2．ICT推進委員会
　ICT 推進委員会にて情報化の方針や戦略の立案並びに検証を行っている。ICT 推進委員会では

ICT 推進委員会細則、学校法人日本医科大学情報システムの利用に関する規程、学校法人日本医科

大学学術ネットワーク運用細則、学校法人日本医科大学学事システム及び学修支援システム運用細

則、日本医科大学学生の医療情報システムの利用に関する細則に則り、2 大学 1 専門学校の各種委

員会及び ICT 推進センター等と共同して教育・研究及び学習に必要な情報化のための企画や戦略を

立案している。

（ 1 ）構成委員（ 2023 年 4 月 1 日）

　　　委 員 長  ：�林　　宏光（付属病院医療情報センター長、ICT 推進センター長、病院小委員会委員長）

　　　副委員長：安武　正弘（医学部長、ICT 推進センター副センター長、大学小委員会委員長）

　　　委　　員：【日本医科大学】

	 桑名　正隆（大学院医学研究科長）

	 佐伯　秀久（教務部長）

	 伊藤　保彦（医学教育センター　センター長）

	 藤倉　輝道（医学教育センター　副センター長）

	 枝　　直弘（事務局学事部大学院課　課長）

	 中澤　幸雄（事務局学事部教務課　課長）

	 【日本獣医生命科学大学】

	 盆子原　誠（獣医生命科学研究科長）

	 田中　良和（獣医学部長）

	 有村　　裕（応用生命科学部長）

I C T 推 進 セ ン タ ー
（日本医科大学関係）
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	 和田　新平（教務部長）

	 藤田　道郎（付属動物医療センター　院長）

	 勝山　智也（事務部教務課　課長）

	 荒川　　勝（事務部施設管理課　課長）

	 菅　　雅信（付属動物医療センター　事務室長）

	 【看護専門学校】

	 門井　典子（教務主任）

	 窪田　由未子（事務室　アシスタント・スタッフ）

	 【日本医科大付属病院】

	 加山　富久男（医療情報センター　課長）

	 【武蔵小杉病院】

	 塚田　弥生（医療情報室　室長）

	 舘岡　　寿（医療情報室　課長）

	 【多摩永山病院】

	 林　　昌子（医療情報室　室長）

	 中原　勇一（医療情報室　課長）

	 【千葉北総病院】

	 秋元　正宇（医療情報室　室長）

	 佐藤　文隆（医療情報室　課長）

	 【腎クリニック】

	 細野　公之（係長）

	 【呼吸ケアクリニック】

	 三條　紳一（事務室長）

	 【健診医療センター】

	 大野　治至（事務室長）

（２）事務局

　　　事務局は ICT 推進センターが担当している。

（３）開催状況

全体会議
2023 年 5 月 26 日 ( 金 ) 午後 3 時 00 分～ 5 時 00 分
2023 年 12 月 1 日 ( 金 ) 午後 3 時 00 分～ 5 時 00 分

大学小委員会
2023 年 7 月 28 日 ( 金 ) 午後 3 時 00 分～ 5 時 00 分
2024 年 1 月 26 日 ( 金 ) 午後 3 時 00 分～ 5 時 00 分

病院小委員会
2023 年 9 月 29 日 ( 金 ) 午後 3 時 00 分～ 5 時 00 分
2024 年 2 月 16 日 ( 金 ) 午後 3 時 00 分～ 5 時 00 分
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　  （ 7）入試に関する検討委員会

　  （ 8）教員選考委員会

　  （ 9）任期教員評価委員会

　  （ 10）倫理委員会

　  （ 11）PR・情報委員会

　  （ 12）先端医学研究所運営会議

　  （ 13）その他前条各号の点検・評価項目に関する業務を行う委員会等

（点検・評価作業）

第 �4 条　各委員会等は、委員会の委嘱に基づき第 2 条に定める項目のうち、それぞれに関連する項目

について自己点検・評価の作業を行うものとする。

（報告）

第 �5 条　規則第 10 条に定める各委員会等における自己点検・評価の結果は、別に定める様式により報

告するものとする。

（改廃）

第 6 条　この細則の改廃は、大学院教授会の審議を経て、学長の決裁を必要とする。

　　　附　則

　この細則は、平成 5 年 4 月 1 日から施行する。

　　　附　則

　この細則は、平成 18 年 4 月 1 日から施行する。

　　　附　則

　この細則は、平成 24 年 4 月 1 日から施行する。

　　　附　則

　この細則は、平成 25 年 8 月 1 日から施行し、平成 25 年 4 月 1 日から適用する。

　　　附　則

　この細則は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。

　　　附　則

　この細則は、平成 30 年 4 月 1 日から施行する。
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